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○事務局（植田） それでは皆様、大変お待たせいたしました。時間を若干過ぎてしまいまし

たが、ただいまより本日の第３回ジェトロ環境社会配慮ガイドライン策定委員会を開催させて

いただきます。 

 早速議事に入らせていただきたいと思いますが、本日から新しいメンバーに１人加わってい

ただきました。第１回目の委員会のときに委員の皆様から、ぜひ国際協力銀行からもご参加を

という声が多々あったわけでございますけれども、本日より国際協力銀行環境審査室次長の岡

崎克彦様に委員として加わっていただくことになりました。 

 それでは、岡崎様より一言ごあいさつをお願いしたいと思います。 

○岡崎委員 岡崎でございます。よろしくお願いいたします。 

 私はもともと国際協力銀行の前身の一つである輸銀（日本輸出入銀行）に入りまして、たま

たま人事の都合でＯＤＡの仕事を２回、課長職も旧輸銀の業務と旧海外経済協力基金が行って

いたＯＤＡの業務と双方を経験したことがございます。日本政府の方針で国際協力銀行の分

離・移行が決まってしまいましたので今となっては余り売り物にならないわけでございますけ

れども、そういう経験もあって環境審査室ではＯＤＡと旧輸銀業務両方を見ておりますので、

何かお役に立てればということで参りました。 

 過去２回の委員会は失礼してしまったわけでございますが、この点については実は銀行の中

では若干議論がございまして、そもそもジェトロの業務と国際協力銀行の業務の違いから私ど

もにどういった貢献ができるのか、プロジェクト実施主体者による出融資案件の環境社会配慮

を確認するためのガイドラインというのを我々は持っているわけでございますけれども、そう

いったものがジェトロさんの業務への貢献といいますか、顔は出しても何もお役に立つことは

できないのではないかということで、委員のお引き受けを即答しなかったわけでございますが、

過去２回の議論などを拝見いたしまして行内で検討しまして、きょうからお世話になることに

なりました。 

 それから、これはきょうまた、あるいは次回以降のテーマになるかもしれません。１点だけ、

私どもが今現在、私どもなりに直面している問題といいますか、これは個人的な見解ではござ

いますが、環境社会配慮という言葉の中で特に今年の前半ぐらいからだと思いますが、従来と

の比較におきまして「環境」という言葉の意味するところよりも、「社会」という言葉の意味

するところが広がってきているということを率直に受けとめております。具体的には４月にＩ

ＦＣがそれまでのセーフガードポリシーを改めて新しいパフォーマンススタンダードを導入し

ています。そしてその玉突きで既に40銀行が署名している赤道原則が改定をされている。また

ＩＦＣに合わせて今、ＥＢＲＤも改定を検討している。配慮すべき「社会」の概念が広がろう
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としているという状況がございます。そういった動きがジェトロのガイドライン、あるいは今

後移行して発足する新ＪＩＣＡ、あるいは新政策金融機関の環境社会配慮ポリシーにどういう

影響を及ぼすのか及ぼさないのかというようなところは、私自身、あるいは国際協力銀行自身

の問題として抱えている問題でございますので、今後の議論でもそういったことでお役に立て

るようなことがあればご紹介させていただきたいと思います。 

 きょうからお世話になりますが、よろしくお願いいたします。 

○事務局（植田） 岡崎様、どうもありがとうございました。よろしくお願いいたします。 

 それでは、ただいまよりプログラムに従いまして議事に入りたいと思いますが、ここより委

員長に進行の方をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○原科委員長 それでは始めましょう。 

 どうも岡崎さんありがとうございます。 

 このような機会ですので、メンバーに岡崎さんにお加わりいただきました。ＪＢＩＣのいろ

いろなご経験をぜひこの場でも生かしたいと思いますので、その意味では前からちょっとお話

はしましたけれども、ＮＧＯの方をできたらもう一人ぐらいお願いしたらいいかと思います。

ＪＢＩＣのガイドラインをつくるプロセスでいろいろＮＧＯからの情報提供をしていただいた

組織でＦｏＥジャパンでございます。ここがこういったいろいろなことをご存じなので、でき

たらそこから１人ぐらいお願いできたらいいとか思いますが、いかがでしょうか。一応幹事会

ではそんな方向ではどうかなということを相談いたしました。もしよろしければお声をかけさ

せていただいて、次回ぐらいから参加していただくと。 

 よろしいでしょうか。 

○事務局（藤崎） ジェトロの方で引き取らせていただき、適宜対応いたします。 

○原科委員長 委員の方、よろしいですか。 

 きょうは４名の方がご欠席ですが、では、そのように進めさせていただきます。 

 それでは議題をごらんいただきましてプログラム１でございますが、ジェトロ事業における

環境配慮上の問題点についてということで情報提供をお願いいたします。 

 では、藤崎さんにお願いしてよろしいですか。 

○事務局（植田） それでは、この部分でございますけれども、まずこれまで皆様にジェトロ

事業につきまして口頭や書類でご紹介をしたわけでございますけれども、一つ、ビジュアルに

見ていただくというのも意味があるのではないかと思いまして、これまでの議論ですと皆様特

に中小企業の輸出促進、それから海外投資の支援という部分にリスクがあるのではないかとい

うご指摘がございましたので、実際、ジェトロがどういう仕事をしているかということにつき
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まして最近のジェトロのテレビ番組「世界は今」から２つ番組をまず見ていただこうと思いま

す。その後、各部の方から環境社会配慮の点で特に気になる点ということで発言をいたしたい

と思っております。 

 お手元にこれからお流しするビデオの資料をお配りしてございますけれども、１つ目が「ア

ジアに売り込め！中小企業の技術」ということで、11月25日に放映されたものでございますが、

秋田の製造業２社の輸出事例を紹介しております。そのうちの１つが第１回目のときにご紹介

をいたしましたハンダづけの関連機器のメーカーのケースが入っております。それからもう一

つが海外投資の支援ということで、最近派遣した海外投資のミッションの活動をご紹介いたし

ます「中国・華南とベトナムの投資環境を視察」ということでごらんいただきたいと思います。 

 それではビデオの方、よろしくお願いします。 

〔ビデオ上映〕 

○原科委員長 どうもありがとうございました。 

 今ビデオをごらんいただきましたけれども、これまでの業務の中でいろいろ問題点といいま

すか環境社会配慮上の問題点を感じたことがおありかと思いますので、そういったことにつき

ましてご担当の方、各部から問題点について、あるかないかも含めてご説明いただきたいと思

いますが、これはどちらへお願いしたらよろしいでしょう。 

 では、市場開拓部長。 

○永田部長 市場開拓部、永田でございます。 

 私どもの部、前回ちょっとご説明申し上げましたけれども、輸出促進の関係と海外投資の関

係、今ご紹介申し上げました2本の事業を担当しております。 

 まず、先ほどご紹介しました事業について補足説明をさせていただきますと、まず最初にご

紹介申し上げましたのが、輸出の案件を発掘し、それを何とか商談、最終的には成約まで持っ

ていくということについてきめ細かい対応を私どもの方でお願いしております外部専門家の方

にやっていただく事業でございます。 

 現在、10名、北は北海道から南まで10カ所、10名の方、主に機械関係で７名、繊維の関係で

１名、それと伝統産品、デザインの関係でお一人、さらには環境機器の関係で１名、都合10名

の方にそれぞれ専門家をお願いしております。 

 それでそれぞれ各地域レベルで今まで輸出の技術を持っていながら、いい品物を持っていな

がら輸出ビジネスを手がけていなかった方とか、ないしはスポットではちょっと輸出したこと

があるけれども、継続的なものになっていない、ないしはさらに新たな市場開拓をしたい、地

域を輸出先を変えたいというようなご希望があった場合に応じております。 
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 それぞれの各地域での協議会といいますか、県、市等の方にも入っていただいて、その中で

案件、いわゆる指導する案件の選定をいたします。そこから選定された以降にまさに専門家に

よる指導が開始されます。 

 それと２点目の投資ミッションでございますが、ご紹介がありましたとおり華南、中国の南

と、それとベトナムの中部にありますダナンにまで一部陸路をたどるような形で視察ミッショ

ンを派遣しております。これは通常の投資ミッションは現在ですと日本サイド、日本から送り

出すミッションとしては大体四、五本というような感じでやっております。ミッションで行か

れますと現地で投資計画庁、いわゆる投資誘致にかかわるところ、ないしは産業開発公社等々

を訪問して説明を受けるとともに、実際工業団地ないしは既に進出されておられます先ほどの

食品メーカー、ヤクルトさんですか、出ておりましたが、そちらの方に伺って例えば労務管理

上の問題がどうであるとか、その他いろいろご苦労なさっているような件だとか等々について

もお話をお伺いするというような感じで、実際進出を決定されるに当たっての情報収集して頂

くというのが主たる目的でございます。 

○原科委員長 ありがとうございました。 

 それでは、問題点の有無についてお願いいたします。 

○永田部長 それと前回の委員会の際にも一部ご質問、ご指摘等ございました。私ども海外で

現在、貿易・投資の関連の相談業務にあずかっております。その中で環境関連の問い合わせ、

ないしは一部トラブルが生じたのではないかというような関係でのご質問、ご相談があるかど

うかということでございますが、まず私ども今海外と国内の事務所において貿易・投資の相談

業務にあずかっております。年間、これは非常にざっくりとした数字で申し上げますと、十何

万件という感じのオーダーでございます。もちろんその中身は、例えばこの商品の当該国の輸

入関税率が幾らであるかというようなレベルのご相談というかご紹介から、さらには実際にこ

ういう形でどこどこの国に出たいんだけれども、投資をしたいんだが、どのような規制ないし

はそれにかかわるインセンティブ等々あるかというようなことでかなり高度な内容に踏み込ん

だご相談が出ているケースもございます。 

 そういうケースですと、例えばなかなか私ども職員レベルでは対応できない部分もございま

すので、先ほど出てこられましたいわゆる輸出専門家と同様に海外においてその種の投資相談

にあずかるアドバイザーを現時点でアジアに都合16名配置しております。それぞれの各事務所

に配置しておりますが、そこでは進出後の経営、運営に関してのご質問も含めていろいろ質問

にあずかっております。 

 ちなみに年間16名のアドバイザーが１年間通じどれぐらいの件数の相談にあずかっています
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かというと、約8,000から9,000件でございます。今年度につきましてはまだ11月ぐらいの時点

までの件数でございますが、現時点で3,500件ぐらいでございます。そのうち環境関連はと申

し上げますと、28件ございました。必ずしも日常的に環境なら環境という項目で整理したり、

ないしはその他知財関係なら知財というような形で整理しておりませんので数字としては出て

まいりませんが、全部検索してみますと、当該年度だけでいきますと環境関連28件。ですから

全体の3,500件のうちの28件ですので１％弱、0.8％というぐらいのオーダーでございます。 

 しからば、どの種のレベルのご相談があったのかということを数例ご紹介申し上げますと、

例えば輸出の関係で申し上げますと、単にドイツの廃棄物規制、欧州の環境規制というのはど

うなっているんですかというようなレベルのご質問から、さらには投資の関係で申し上げます

と、木工用の塗料を中国で生産したい。これはたまたま場所は上海でございましたので、上海

の場合ですと化工といいますか、化学の工業の化工特区、集中区というのが指定されておりま

す。化学関係ですとこちらの工区にしか進出できないというような規制がございます等々いろ

いろな形で相談に応じる、ないしは環境関連の施設が当該進出を考えている工業団地において

設置されているかどうか、例えば具体的には省略しますが、その生産の過程で排水に塩分を含

んでおります。この処理施設はどういうことになるんでしょうか。当該工業団地の方に当たり

ますと、そこには設備はない。よって、具体的にみずから進出者が処理施設を設置しなければ

いけない。こういうことがわかってくるとかいうそのたぐいのお話でございます。 

 環境というくくりで申し上げますと、当該製品ないしは進出するに当たって当該企業が生産

するものについての環境関連の問題と、それから先ほども一つの成功例として出ておりますが、

環境対応、ないしは環境機器としてこれの輸出についていろいろ相談にあずかるというような

ケースがございます。 

 前回の委員会でも申し上げましたが、要はＪＩＣＡさん、先ほどのＪＢＩＣさん等々と違っ

て投資の案件そのものを、丸抱えでプロジェクトそのものを私どもジェトロでお引き受けして

一切合財お調べするというようなことではなくて、局面局面で照会に、ないしは質問にあずか

って、それに対して私どもの方でしかるべく対応させていただいている、アドバイスをさせて

いただいている、これが状況でございます。 

○原科委員長 わかりました。どうもありがとうございました。 

 ほかに何か情報提供等ございますでしょうか。今の情報は大体よろしいでしょうか。 

 どうぞ、貿易開発部長さん、お願いします。 

○柳田部長 貿易開発部の柳田と申します。よろしくお願いします。 

 私ども貿易開発部と申しますのは、途上国の産業育成、特に貿易を通じた地域の開発、成長
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を支援するということで、主として現地の製品を日本市場に、あるいは第三国という場合もあ

りますが、大半は日本市場にいかにして持ってきてその国の当該分野の輸出を拡大できるかと

いうことを支援しているというのが一つ大きな仕事としてございます。 

 その中で問題意識としてございますのは、私どもは基本的には現地にある製品を発掘をして、

その製品を日本の市場に合うようにどのように改良すればいいかというようなところを指導し

ているわけです。我々は一言で言えばマーケティング支援をしているわけですけれども、物に

よりましてはそれ以前のところ、当然、当該製品といいますのはいろいろな原材料等を使われ

るわけですから、そういった原材料の一番川上のところまで戻っていきますといろいろな環境

社会にも影響があるかもしれないということで、普段は一つの製品になったものしか見ていま

せんけれども、そこから我々の仕事が始まっているという認識ではあるんですが、実際には日

本市場には、例えば形を変えるデザインの指導であれば非常にわかりやすいですけれども、色

合いがどうのこうのとかなると当然染織の問題とか出てきます。かつ、材料そのものが木製品

であれば木材の問題とかいろいろなところに関連をしてきますので、そういったところを果た

してどういうふうに我々は理解していけばいいのかというのがいつも悩みではあります。 

 現に、直接そういう材料がどういう形で供給されているのかというところは我々としては正

直なところ、認識はほとんどしていない。果たしてそれが我々の事業の中で果たしてそれでい

いのかどうかというようなことは、特に我々、対象が全部途上国ですので気になるところでは

あります。 

○原科委員長 どうもありがとうございます。 

 ほかにございますでしょうか。 

 では、委員の方々、ご質問等ございましたらどうぞお願いいたします。 

 満田委員、どうぞ。 

○満田委員 投資促進支援についてなんですが、環境面での質問は必ずしも多くないようなん

ですが、その中でいつも聞かれることというのは恐らく決まっているのではなかろうかと何と

なく想像しているんですね。それに対して、もうちょっと進出するに当たってはこういうとこ

ろにまずは配慮するべきであるとか、こういうところが問題となりがちであるというような事

例集ですとか、あるいはＦＡＱのようなものをつくろうとされたようなそういう試みというの

はあるのでしょうか。 

○永田部長 相談業務にあずかる場合には、やはり専門家も特定の分野であったり地域的にも

限られている部分もございますので、そういう意味では広く投資関連の情報については私ども

ジェトロとしても収集して、極力それは取りまとめるようにしております。 
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 一部はデータベースの中に入れて蓄積を図って共有化を図るというようなことはやっており

ます。 

○原科委員長 よろしいですか。ほかにございますでしょうか。 

 田中委員、どうぞ。 

○田中委員 3,500件中28件の環境関連のお問い合わせがあったというふうにお聞きしたので

すけれども、昨年とか５年前、10年前とかそういう経年的なものとしては、数はどれぐらいあ

るものなのでしょうか。 

○永田部長 申しわけございません。先ほど申し上げましたように、実は各分野テーマ別に全

体で十数万件というようなことでございまして、最初の段階から分類を設定していない関係で、

今の段階ではマニュアルで検索して引っ張り出すというような作業しかちょっとできません。

ですからそういう意味ではその前の年度について環境関連がどれぐらいだったかというのは数

字としては持ち合わせておりません。 

 先ほどご紹介申し上げましたのは、今年度の分についてでございます。 

○田中委員 恐らく議論する中で客観的な情報の一つとして、中小企業の方が環境分野で実際

どんな質問をされているかというあたりは非常に関心があるものですから、今部長から３つほ

どご説明がございましたけれども、もし何か差し支えなければそういった情報もまた後の機会

にでも見せていただければ、恐らくその中からいろいろなまたアイデアとかも出てくるのでは

ないかと、そういうふうに思った次第です。 

 ドイツ、ＥＵの廃棄物規制はというお話がございましたけれども、私どもＪＩＣＡの業務で

もドイツのミッションと仕事をする機会も時々ありますけれども、廃棄物に関しては非常にド

イツ政府が熱心で、特に人口２万人以下ぐらいの小規模な都市での廃棄物処理に対してドイツ

はかなり熱心に技術移転などををしております。ですからそういった面も含めまして、ぜひま

たの機会にそういった資料も見せていただければと思います。 

○原科委員長 今照会のあった28件の具体的な中身がわかるような資料を出していただくと、

議論しやすいですね。本当はきょう、そういう意味ではそれがあるとよかったですね。 

○永田部長 あとこの場で私の知っているところで申し上げますと、例えば食品関係ですね。

アジアだったと思いますが、大きなショッピングモールか何か、その一角にレストランを設置

したい、開業したいということで、例えばそうすると食品衛生法から始まりまして、環境関連

で申し上げますと、食品のための管理法がありまして、要は厨房をどれぐらいの広さにしなけ

ればいけない、高さをどれくらいにしなければ、水はけがどれぐらいでなければいけないとい

うようなもろもろの規制がございます。そういうものについてご説明させていただくとか、あ



－8－ 

とは中古車の販売の関係です。 

 その他ありましたのが、鉛を抜くんだけれども、蓄電池を中国に輸出したい。中国サイドで

は完全に輸入禁止品目に鉛を抜いてもなっておりますのでそれは輸出できませんよという形で

ご説明しております。 

 というような形で、なかなか系統立てての質問にはならないんですが、私がちょっと記憶し

ておりますのではそのようなものがございました。 

 あと電子部品の関係で化学有害物質を含む可能性がある。その場合には当該国における規制

というものはどういうものですか、最大の含有量について規制があるのですか、こういうお尋

ねでございます。それは実際、現地の法律に照らしてご説明させていただいております。私の

記憶では、それは現時点ではどれぐらいの含有量であるかということを製品の外にきちっと明

示すればよいということと、加えて当該製品の業界で設定しております基準値というものにつ

いてきちっとそれに適応しているかどうか、これが問われますというような規制があるとか、

そういうもろもろのご説明をさせていただいております。 

○原科委員長 今の点、資料を整理されたということであれば、何か次回ぐらいに出していた

だくとよろしいと思います、具体的なものを。次回というよりその前がいいかな、資料を送っ

ていただいた方がいいですね。それで各委員ごらんいただいて。そうするとよく見えてきます

ね。この件、お願いしてよろしいでしょうか。お願いします。 

 松本委員、どうぞ。 

○松本委員 メコン・ウォッチの松本です。 

 今のにちょっと関連してですけれども、そういう説明をされるとき、今の部長のお話ですと

どちらかというと制度、あるいは現地国の基準、そういったものをご説明する機会というのが

多いという理解なんですけれども、この後、案件形成の話の中でも出てくると思いますけれど

も、基本的に相手国の法律、制度を遵守するというのは大原則としても、やはり日本の公的な

機関が外に出ていくときにそれだけで本当にいいのだろうかという議論が、ＪＢＩＣ、ＪＩＣ

Ａも含めてこれまで議論をされてきたポイントだと思うんです。 

 そういう意味で２つ教えていただきたいんですが、１つはそういう質問に対して現地の基準

等をご説明されるのが環境分野のご専門の方、ジェトロがお持ちの専門家リテールの中のそう

いった分野のご専門の方なのか、それとも法制度とかそういうものを知っている、あるいはそ

の場で調べて伝えるという対応の仕方なのかどうかというのが１点目の質問です。 

 ２点目は、とはいえ非常に基準値が悪かったり、あるいは遵守度の悪い国というのもあると

思うんです。そういう国に対して、単に基準値を伝えたりあるいは法制度のみを伝えるだけで
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は不十分ではないだろうかと専門家の視点として思うような国に対して何か追加のアドバイス

をするようなことはあるのかどうかというのが２点目です。 

○永田部長 まず１点目でございますが、先ほども一部ご説明させていただきましたとおり、

すべての分野にまたがっての専門家ということではないということがございます。 

 ちなみに、海外投資アドバイザーと我々は呼んでおりますが、海外で相談にあずかる者は環

境の専門家がいるかというと、おりません。先ほど輸出の関係で環境機器の輸出を担当してい

る専門家はおりますが、海外で相談に預かるという方のうちで環境の専門家はおられません。 

 専門家でないがゆえにすべての製品についての基準、規制の内容について承知しているわけ

ではありませんので、あくまでもきちっと該当する法令について一応お渡しして、それは専門

家のいわゆる質問されてこられた方が読み込み、解釈をされるという部分もあるかと思います。

うちの方でお答えなかなかできない場合には、例えば最近は環境のコンサルタントとか現地に

もおられます。そういうしかるべき方をご紹介するとかというようなこともあわせてやってお

ります。 

 それと２点目の遵守についてなんですが、先ほど例示させていただきましたのは、あくまで

も環境の問い合わせだけで来られるのではなくて、海外投資、進出するということになります

と、この工業団地に出たいと思っているけれども、電気、水道の設備がどうなっているのかと

いうようなことも含めてですから、例えば先ほどの水処理の関係の施設があるのかないのかと

いうことだけでのご相談ではなくて、もう少し広い意味での投資、進出のご相談にあずかる。

それは税制であったり、投資のインセンティブであったり、ないしは人材確保をどうするか、

労賃がどれぐらいなのか等々もそこはもう千差万別でございますので、その中で環境について

はまず基本はやはり遵法だと思います。ですから現地の法律に基づいて、まずは私どもは判断

せざるを得ない。勝手にそこは解釈できない世界だと思いますので。 

○原科委員長 わかりました。どうもありがとうございます。 

 それでは、もう一つ情報を用意していただいております。今そこに出ておりますが、「貿

易・投資と環境・社会配慮 国際的枠組みに関する一つの整理」ということで、ジェトロ総務

部の環境班、藤崎さんに資料を用意していただきました。ちょっとこれをご紹介いただいて、

また議論したいと思います。 

○事務局（藤崎） ジェトロ総務部環境班の主査をしております藤崎でございます。アジア経

済研究所とジェトロが統合されてもうかれこれ10年近くになるんですけれども、私自身はアジ

ア経済研究所の方で長らく発展途上国の環境問題を中心に研究をしてまいりました。 

 きょうこれからお話しするのは、例えば日本国際経済学会のプレナリーセッションとかそう
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いったところでもお話しをしていることですので、人によってはもう聞き飽きた話かもしれま

せん。個々の途上国、私の専門は東南アジアでございますけれども、例えば東南アジアの個々

の国々を歩いて見れば見るほど、やはり国によっての違いというのは非常に大きいと実感して

おります。そんな私自身の経験を踏まえ、とりわけ産業化と環境問題、環境汚染問題を中心と

して議論を少々させていただきます。今回の委員会でも「インバウンドであるならば日本の体

制というものがある程度しっかりしているからアウトバウンドの方が、とりわけ途上国の場合

が問題ではないか」というご議論もございますので、そのあたり、うまく話がかみ合えばいい

なと思っております。 

 最終的には現在、とりわけ90年代の後半以降多くの国際的な、環境関連の条約、協定の類が、

例えばマルチラテラルなものに限りましてもいろいろなものが制定されておりますので、そう

いったものの整理に私自身の議論としては収束をさせていきたいと思っております。 

 よく聞かれる議論ではございますが、例えば途上国を一くくりにしまして、これら諸国の環

境規制は緩いという主張は結構さまざまな方がなさっています。ただ、私自身はどうもそうい

った議論にはすぐさまには納得できないという部分がございます。例えば有害廃棄物の越境移

動、それから問題となりますのはとりわけ例えば有害化学物質の貿易取引、このあたり非常に

大きな、特に途上国に関連しましては大きな問題だと思いますので、そのあたりをちょっと念

頭に置いていただきまして議論させていただきたいと思います。有害廃棄物の越境移動のケー

ス、これには、配布物あるいはスライドにありますとおり、先進国から先進国へ移動するケー

スもございますし、それから先進国から途上国というケースもございます。今では後ほどご説

明しますとおりバーゼル条約という形でこれに対する縛りがかかっております。バーゼル条約、

そしてバーゼル国内法がございますので、例えばこれらの条約、法に触れることを引き起こせ

ば今では違法行為なわけです。廃棄物といえば国内でもさまざま、今でも問題が起きているの

は皆様ご承知のとおりでございまして、日本国内においてもなかなか解決が難しい問題ではな

いかと思います。 

 ここでは途上国ということを意識させていただきまして、先進国から途上国への越境移動に

ついて考えてみます。今申し上げましたとおり、日本国内だって廃棄物の問題では現在でも大

騒ぎになるのでございますから、これは日本国内でも必ずしも解決ができていない問題です。

しかし、例えば先進国で法規制、それから技術基準が厳格化されるとします。一方で、例えば

途上国の場合、有害廃棄物の管理体制が、法律があったとしても、担当する人員や予算の不足

から、全体としての管理体制が不備な場合がある。そうすると処理に困った先進国側が、例え

ばこういった廃棄物を違法と知りながらでも出してやる、他方途上国側がそれをある代償を得



－11－ 

て輸入する、いずれの側にも相応のインセンティブがあるわけです。 結果として有害な廃棄

物の違法な越境移動が起きる。これは私がちょうどフィリピンにおりました時におきた違法越

境移動事件ですが、ニッソー事件というのがありました。日本から医療廃棄物等が古紙と偽っ

て輸出をされ、これがマニラの港で発覚し騒ぎになりました。結局その輸出業者は倒産をして

しまい、国が行政代執行によって日本国内に引き取った上で処分をする、という経過をたどり

ました。こういったケースというのは、結構あります。 

 今私は全体としての管理体制が不備なためと言ったんですけれども、このあたりは日本国内

でもやはり廃棄物関連のさまざまな事件が起きているのでありますから、例えば途上国のケー

スでは、担当官庁の能力、その他の諸事情を考えれば、なおいっそう難しい問題であるという

ことは十分ご理解いただけるのではないかと思います。 

 さて、この辺で若干視点を変え、環境規制に対して企業がどういうふうに反応するのか、さ

まざま学会レベルでも議論がございますので、そのような議論の整理を私なりにさせていただ

きます。 

 先にお話ししましたのは完全に違法行為としての例えば有害廃棄物の投棄というケースでし

たが、今から取り上げますのは例えば環境規制の強化に伴って、企業がどう反応するのか、と

いう問題です。例えば一つの考え方はスライドで挙げておりますようなPollution Haven仮説

です。要は規制の緩いところ、国、地域に汚染集約産業が生産拠点を移し、それによって問題

が生じる。これは公害輸出論とも言われますが、やはり実際そういった事例というのがあるん

ですね。 

 これもフィリピンのケースでございますけれども、ある日本の製鉄会社が、この会社は日本

国内でもさまざま問題を起こしておったのですけれども、一番汚染物質を出す焼結プロセスを

ミンダナオの北部に持っていきました。これは70年代の話なのですけれども、一時メディアで

取り上げられ世間を騒がせることになりました。 

 それから例えば２つ目、車の廃バッテリーから鉛を回収する産業です。こういう産業(鉛再

生業)というのは、日本国内にも実際に２０年程前まではあったのですね。それが結構深刻な

公害問題を引き起こしたという事実があります。厳しくなった環境規制ばかりではなく、工場

周辺の住民とのトラブル、さらには労賃の上昇といった問題も背景にはあったと思いますけれ

ども、結局のところこの産業は日本国内では立ち行かなくなって、そして例えば台湾に移って

いった（廃バッテリーが日本から台湾に輸出されるようになった）。台湾でまた問題を起こし

た。台湾でもさまざまな規制がかかってきたり、周辺住民とのトラブルがあったりして、鉛再

生業は今度はインドネシアに移っていった(廃バッテリーはインドネシアに輸出されるように
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なった)。このケースでは必ずしも同一企業がやっているというわけではないのですが、これ

もPollution Haven 仮説が妥当するように見える古典的事例と言えるでしょう。 

 これらは繰り返し指摘をされるPollution Haven 仮説あるいは公害輸出論の代表的事例なの

です。しかし、ここでちょっとお考えいただきたいのは、例えば日本の製鉄業、ご承知の通り

幾つも世界的な大企業がありますが、すべての工場が移ったのかというと、そんなことはない

わけです。そういったところから考えますと、必ずしも、このPollution Haven仮説というも

のがそのまま成り立つという話ではないだろうと考えられるわけです。そもそも、企業は必ず

しも環境基準のみを考慮して工場の立地を考えているわけではない。このあたりは経済学の実

証研究から、ある程度はっきりしていることだと思います。 

 次に、マイケル・ポーターというハーバード大学の先生がおられますが、彼はまた環境規制

と企業の行動に関して別の視点で議論をしております。環境規制が厳しくなるとそれがどうい

うふうに影響を及ぼすのか。例えば産業の国際競争力はそれによって低下するのか、こういう

設問をいたしましてそれに対するポーターの答えがユニークなのです。例えばこれは日本人に

とっては非常にわかりやすい部分がありますが、日本の自動車産業、例えばホンダが典型的に

そうですけれども、マスキー法の規制を世界で初めて突破して達成は無理と思われていたアメ

リカの当時の環境基準をクリアするような車をつくっていったわけです。さらに日本車は、小

型車で燃費のよさも売り物にしていく。日本の自動車会社は「環境にやさしい」ことを売り物

として国際競争力を高めてきた。実は環境規制をクリアすることによって、むしろそういう技

術革新を起こすことによって、環境保護に要する費用負担を相殺するだけでなくて生産性の向

上、それから国際競争力の増大ももたらし得るというのがマイケル・ポーターの仮説なのです。

日本車の事例など考えますと、確かにそういうこともあり得るかなと思われるわけです。 

 何を言いたいかといいますと、すべからく環境規制が例えば緩ければ、そういうところに産

業は移っていくものだと決めつける議論をする必要は実際にはない、ということです。 

 さて、もう少し議論を進めて、今度は発展途上国の環境規制が実際に緩いのかという問題提

起をさせていただきたいと思います。ここでは現実の例えば東南アジアの国々の事情を想起い

たしまして議論させていただきます。まず申し上げたいことは、日本のような先進国の場合と

途上国の場合とでは、環境法、環境規制の導入ないしは環境政策の制定に至る経緯が大きく異

なるということです。 

 例えば日本は世界的にも稀なほど非常に深刻な環境問題、公害問題を経験した訳ですが、そ

のとき何が起きていたのか。例えば1960年代を思い浮かべていただければわかりやすいと思い

ますけれども、実は当時の日本には、これはほかの先進国も基本的にそうだったわけですけれ
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ども、ある意味公害を規制するためのルールというものが存在をしていなかった。ルール不在

の結果として深刻な公害問題が起きてしまって、それに対応して例えば住民に突き上げられる

形で地方自治体においてまずルール作りという改革が始まった。そして、その影響が中央政府

にも及び、６０年代末に大きな転換が起きた、というのが日本の経験ではないか。当時は欧米

の先進国でも基本的にはやはり環境規制をするための法的な枠組みも余り整備されていなくて、

その結果深刻な公害問題に直面することになった。日本や欧米先進国の経験をこのように総括

することもできるかと思います。 

 これに対して途上国の場合どうなのか。これら諸国の人々はこういう先進国の経験を見てお

ります。とりわけ大きかったのが1972年の国連人間環境会議でございまして、ストックホルム

における会議の場で例えば水俣の方たちの姿を多くの参加者が目の当たりにするようなことに

もなりました。そういったことが大きく影響をしているのだと思います。70年代に入りますと

東、東南アジアの国々も環境関連法制度の整備を進めることになります。このスライドがその

一覧でございますけれども、早いところでは、例えばマレーシアの環境基本法、インドの水に

関する法律、それから台湾の水、廃棄物、大気に関する法規、そういったものは74年にはもう

制定をされております。その後、タイ、フィリピンそして韓国、と続々と環境に関する基本法

が制定されます。産業化の初期の段階で環境法の整備が進む。このあたりが、先進国のケース

とは大きく違うところではないかと思います。法制度そのものの整備に関しましては、先進国

の経験も踏まえ、比較的速やかになされた、というのがアジアの途上国の辿ってきた道なので

はないでしょうか。 

 途上国の場合問題は、先進国のような「ルールの不在（あるいは欠如）」ではないようです。

では、何が問題なのか？これはダグラス・ノースという新制度派経済学の代表的学者の議論な

のですが、社会のルールには、成文のルール（文章化された明文の法律）、それから不文の行

為コードのような慣習的なもの、そして執行（エンフォースメント）、つまりルールを強制す

る営為、の３つがあると考えられるわけです。そして、途上国の場合にはどうもこのうちのエ

ンフォースメントの方に大きな問題があるということが分かってきています。 

 このスライドに説明してあるとおり、エンフォースつまり強制するということ、ないしは執

行するということは、ルール違反を監視し、ルール違反者にはペナルティを与えることでその

ルールを人々に強制する営為です。このスライドに示されていますように例えば日本の場合で

もさまざまなエンフォースの仕組みが作られてきました。しかしながら、最近もある製鉄会社

が水質汚濁防止法違反で摘発されていますが、法治国家としての長い歴史を持つ日本において

すらルールの強制を完璧に行うことはなかなか難しいというのが現実です。途上国ではより広
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範に「ルールはあるがその執行が難しい」という事態が起きていると考えていいのかもしれま

せん。 

 ここで議論をひとまず整理します。先進国ではルールの不在、ルールの欠如のもとで大きな

公害被害が生じた。一方途上国ではむしろ執行の欠如が問題を生じせしめている。 

 ただ、このように整理してしまいますと問題が無いわけではない。といいますのは、先ほど

申し上げましたとおり、途上国と一くくりにしてしまいますと各国間におけるパフォーマンス

の非常に大きな差を無視することにもなりかねないからです。そのあたりをここではご説明し

ておきたいと思います。マレーシアとフィリピンにつきまして、私自身何度も歩いたことがご

ざいますので、この両国を例にお話をさせていただきます。今お示ししていますスライドに書

かれておりますように、マレーシアとフィリピンでは汚染規制に関する法律の文章自体はほと

んど同じです。「何人も、許可なしに、または許容条件に違反して、汚染物質を排出してはな

らない」という規制の原則、法的な仕組みという点ではほとんど同じなのです。しかし、実際

にそれが機能しているかどうか、ルールの執行に関しては大きな差があります。端的に言いま

して、経済開発の実績で優っているマレーシアは環境面でも、ポリューションというイシュー

に限ってではございますけれども、ルールの執行に結構成功してきている。他方フィリピンは

経済開発ばかりでなく、環境管理（規制ルールの執行）の面でもマレーシアに遅れを取ってい

ます。 

 先にお示ししましたように、マレーシアの場合、環境に関する基本法（環境質法）を1974年

につくっておる訳ですけれども、この基本法を根拠にさらに個別の汚染対策のための実施細則

（環境質命令および規則）をつくってきました。その最も初期につくられたのが２つの伝統産

業の汚染対策に取り組むための細則でした。パーム油の搾油、それからゴム、これはクラムラ

バーをつくる過程、この両者が当時この国で最も深刻な水汚染を引き起こしておった。この両

産業の汚染に対して規制をかけたわけです。結果としてどんな形になっているかというと、こ

の両産業では短期間に非常に効果的に汚染水準を下げることが出来たと評価されています。さ

らに、大気汚染関係でも、後でグラフを見ていただきますけれども、例えば有鉛ガソリンの規

制による大気中の鉛濃度の低下に関しましても結構短期間に成果を上げています。もちろんそ

の一方で例えば熱帯林伐採問題、パーム農園の開発に伴う森林の破壊等の問題で世界的に非難

を浴びていることもまた事実でございます。 

 このスライドは一般大気中の鉛濃度を示したものです。1991年に無鉛ガソリンを導入するこ

とによって、その後急激に大気中の鉛濃度の減少というものを達成しております。ガソリン中

の鉛の規制に関しましては日本が世界に先駆けて開始したわけですが、欧米諸国は結構遅く
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1990年代になってようやく取り組みを開始したような状況です。実は、マレーシアに限らず、

アジアの多くの国々が90年代から2000年代にかけましてこの鉛の問題を解決するに至っていま

す。 

 こちらのスライドは、先ほどのパーム原油の搾油時の汚染の減少をグラフ的にあらわしたも

のでございます。パーム原油搾油工場の数が限られているということもございますけれども、

今日で言う経済的手法も用いまして、汚染を減らしております。 

 次のスライドは大気汚染の状況をアジア諸国横並びに見てみたものでございます。やはり中

国とかインドが例えばPM10をとりましても非常に高い数字を示しております。一方、マレー

シアなんかを見ますと、必ずしもひどいという数字ではございません。 

 次にフィリピンについてお話します。フィリピンの場合産業化もなかなかうまくいっていな

いわけですけれども、既に指摘しておりますように環境対策、公害対策に関しましてもなかな

かうまくいっていないというのが実情です。自分が長年係ってきた国のことでもあり残念では

ありますけれども、それが現実です。汚染規制のルールに関して具体的に申し上げれば、マレ

ーシアと同じでフィリピンの場合も例えば汚染の処理設備を設置する場合、ないしはそういっ

た設備が必要なような工場をつくるときには当局に届け出をして許可を得なければいけないの

です。ところが、スライドに示してありますとおり、投資委員会に登録した事業所で汚染の処

理設備が必要とされるもののうちわずか20％以下の事業所しか建設許可、操業許可を取ってい

ない、こういった状況がフィリピンでは放置をされてきました。 

 今度はこちらのスライドの数字を見ていただきたいのですが、これは汚染防止装置の設置状

況と操業許可の取得の状況を示しています。これは天然資源環境省自身が公表している数字な

のですが、そこに非取得という項目がございますね。この数字どんどん上がってきているわけ

ですけれども、これはれっきとした違法行為です。違法行為がそれと分かっていて実際に放置

されてしまっている。その結果としてさまざまな問題が生じている。これがフィリピンの実情

です。 

 環境アセスメント制度の導入、これもフィリピンは結構いち早くやっております。次のスラ

イドですけれども、ここにありますとおりフィリピンは、78年、79年には環境影響評価制度を

導入し、その後数多くのアセスメントをやってきております。実際その後2003年にかけて２万

1,000件のプロジェクトがこの国では環境アセスの対象になったそうですけれども、このうち

当局のモニタリングを受けているのは18％のみだそうでございまして、要するに環境アセスも

やりっ放しという状況です。 

 議論をこのあたりでまとめておきますと、要は先進国の経験が自分たちの見えるところにあ
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るわけでございますので、環境規制法にしろ環境影響評価制度にしろ、導入するのは割とたや

すくできるわけです。しかし、その実効性の担保というんでしょうか、執行の確保が伴わない

のがフィリピンに代表される多くの途上国の実情であろうと思います。 

 例えばベトナムは昨年、環境保護法を改正し、そこではもう戦略的環境アセスメント制度ま

で実際に導入しているわけです。ただ、これがどれだけ実効性を持つのか、そのあたりがベト

ナムにとっても問題であろうと思います。 

 さて、ここからは国際的な枠組み、例えば私どもジェトロが貿易・投資促進事業にかかわる

場合において踏まえるべき国際的議論の動向、条約や協定といった国際的なルールの現状につ

いて、まとめてみることにいたします。申し遅れましたが、本日私が申し上げておりますこと

は基本的に全て私個人の見解でございまして、法人としてのジェトロのものではございません。

あくまで個人の見解であり、それによって委員の皆さんのご議論をある意味でファシリテート

出来ればと思っております。この点、どうかご理解いただきたいと思います。 

 国際的な枠組みとしてのＧＡＴＴ／ＷＴＯの場合、紛争解決の仕組みがございます。そこで、

例えば貿易を巡って各国間でどのような紛争が生じてきたのか、この点をちょっと見ておきた

いと思います。例えばお手元の資料のパワーポイントの方ではなくて表１、表２、さらにはグ

ローバルコンパクト及びＯＥＣＤ多国籍企業ガイドラインに関してまとめた文書も一緒に見て

いただきたいと思います。環境関連で国際貿易上の紛争が起きているということでは、これは

１回目のときから松本さんがご指摘されていましたけれども、例えば有名なツナをめぐる米国

とメキシコ、それから中継国としてのＥＵの紛争があります。このケースではアメリカが取っ

た環境保護措置をめぐってさまざまな議論が関係国間で行われました。 

 それから、やはりこれもアメリカが提起をしているエビの輸入規制です。ウミガメの生存に

影響を及ぼすようなやり方でエビをつかまえたらそのエビは輸入させないというので随分イン

ド、さらには東南アジアの国々とやりとりをしております。 

 これらの３つの紛争とはちょっと次元が異なりますけれども、例えばＥＵとアメリカとの間

では肥育ホルモン牛肉の輸入禁止をめぐって長く現在も続く紛争を抱えております。これは、

要は、ＥＵはＥＵ独自の食品の安全性に関するある評価基準を持っており、簡単には譲らない

ということです。例えばＷＴＯのパネルで「ＷＴＯのルールに反するのではないの」と言われ

ても、さらには例えばアメリカから対抗措置をとられてすら、EUは頑張ってその主張を通し

ているということです。食品の国際貿易に絡んではこのような動きもあるということをここで

はご紹介させていただきます。 

 次に、多国間の環境協定でございますけれども、例えばワシントン条約、バーゼル条約、生
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物多様性条約、それからバイオセイフティをめぐるカタルヘナ議定書、ロッテルダム条約、そ

れからストックホルム条約と次から次と最近は多国間環境協定が結ばれております。 

 これらについては表２に少し詳しくまとめてございますけれども、私ども貿易・投資の促進

等にかかわる団体としては例えばこういった協定があるということも、十分認識してかかるべ

きであろうと思います。 

 例えばバーゼル条約とロッテルダム条約はとりわけ発展途上国との貿易取引に焦点を当てた、

前者は有害廃棄物の越境移動、後者は有害化学物質の貿易取引に関する国際取り極めでござい

ます。 

 それから次のスライドに参りますと、まず近年の独自の考え方に基づくEUの攻勢、新たな

規制、基準の導入にご注目いただきたいと思います。例えば廃電気電子機器に関する指令

(WEEE)、そして電気電子機器中の特定有害物質の使用制限に関する指令(ＲｏＨS)指令でご

ざいます。RoHS指令は今年の７月１日に施行されております。これについてはもう中国がや

はり中国版ＲｏＨS指令というものを既につくっておりまして、来年の３月１日には施行の予

定です。 

 つい先々週成立いたしましたＥＵの化学品規制(REACH)、これはＥＵの独自の考え方を反

映したものというのでしょうか、予防原則を前面に立てた厳しいものになっておりまして、世

界的に論争を、議論を呼んでいるところだろうと思います。 

 食品安全性に関しましてはコーデックス基準がございます。また、このスライドでは「ナノ

を巡る安全基準／規制」としておりますが、別にこういったものが既にあるというわけではな

くて、単に現在議論が始まっているということなのですが、やはり将来的なリスクということ

を考えると、こういったところにも目を配っておいた方がいいのであろうと思います。 

１枚スライドを戻りまして説明をつけ加えますと、カタルヘナの議定書といいますものは、バ

イオテクノロジーにより改変された生物の移送、取扱い、利用に関しましての国際的取り決め

でございます。 

 話をさらに進めますと、例えば日本もそうでございますけれども、ＦＴＡが世界中でつくら

れておりますが、こういうＦＴＡに関しましても環境配慮をすべしということでさまざまな動

きがございます。 

 やり方としては２つあります。まず第１の方法は協定に環境条項を盛り込むというやり方で

す。多くの環境協定その他にありますとおり前文、それから目的に環境保護を明記する。また

ＷＴＯ20条を思い起こしていただきたいと思いますけれども、一般的例外条項の一つとして環

境措置を位置づける、こういったやり方もございます。 
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 第２の方法はＦＴＡに関する環境影響評価制度の導入です。これは米国、カナダ、ＥＵが

既に取り組んでおりますし、日本政府も環境省がどういうふうな形でＦＴＡの環境影響を評価

するかに関し報告書を出しております。 

次に環境社会配慮の中でも「社会」の方に目を移しまして、ここでは労働を中心に議論させ

ていただきたいと思います。この分野における国際的枠組みとしては、例えばＩＬＯの中核と

なる労働基準が上げられます。これは1995年にILO理事会で決定をされておりまして、強制労

働の禁止、雇用及び職業における差別待遇禁止、男女間の同一報酬の付与、それから結社の自

由・団結権・団体交渉権等の保障といったものがその具体的内容です。そしてこれがＷＴＯ第

１回閣僚会議の宣言で言及されております。 

 労働に関しましては環境と同じように先進国と途上国の間、さらには政府と非政府組織の間

で鋭い対立が見られるところです。例えば1999年の12月だったと思いますけれども、ＷＴＯの

シアトル総会はこの２点、環境と労働が主たる対立点になりまして結局、決裂に至ったことは

皆さんご承知のとおりです。アメリカを中心とする先進国の立場というのは、途上国が労働基

準を遵守せずに生産した製品を輸出している、要するに社会的ダンピングだという主張に代表

されます。ただ、一方で途上国に進出した多国籍企業が労働基準を遵守していないケースがあ

って、先進国のダブルスタンダードが糾弾されてもおります。具体的には、例えば世界的スポ

ーツ用品メーカーによる途上国での児童労働利用が指摘され、論議を呼びました。 

 国際的に事業を展開している企業に対する行動指針としては、例えば国連のアナン事務総長

の提案によるグローバル・コンパクトがあります。これについてはその概要をお手元の資料に

まとめておりますので、ご参照下さい。 

 ＯＥＣＤ多国籍企業ガイドラインにつきましてもお手元に資料としてまとめたものをお配り

しています。1976年に制定されたガイドラインが2000年に大きく改定をされております。社会

や環境に目配りをしている、国際的に良く知られた企業活動に関するガイドラインとしてはグ

ローバル・コンパクトとOECDガイドラインの両者が今日の代表的なものではないかと思いま

す。 

 以上、私からは貿易・投資との関連で環境をめぐってどういう議論があり得るのか、そして

ジェトロが貿易・投資促進を目的に活動する際参照すべきと考えられる国際的な枠組み、例え

ば条約、協定、指針としてはどんなものがあるのかについて、漏れているものもあると思いま

すけれども、ご説明をしてまいりました。 

 最後に、１回目、２回目の委員会での議論を振り返り、ジェトロの貿易・投資促進事業に関

する環境社会配慮のあり方について、私なりのまとめをさせていただきます。ご承知の通り、
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ジェトロの貿易・投資促進事業に関する委員の皆様のご議論は、例えばいわゆるＣＳＲ、企業

の社会的責任といった概念が大きな枠組みとして使えるのではないか、といった方向に概ね収

束しつつあるように思われます。確かに、例えば欧州委員会のホワイトペーパーでは、ＣＳＲ

は「社会や環境に関する問題意識を、その事業活動やステークホルダーとの関係の中に自主的

に取り入れていくための概念」と定義付けられています。さらに、経済同友会の社会的責任経

営に関する議論ではトリプルボトムラインという概念が使われていますが、これは経済、財務

ばかりでなくて環境や社会へもバランスよく配慮していくことを求めたものです。これらの議

論を法人としてのジェトロに敷衍するならば、例えば主たる活動である貿易・投資促進事業の

実施に際し環境社会への配慮を組み込むこと、それがジェトロにとってのＣＳＲあるいはソー

シャルレスポンシビリティー(SR)というものになると考えられるということでしょうか。 

 そうは言っても、今日ＣＳＲという概念は一般にフィランソロピーから企業内の職員の福利

厚生まで非常に幅広いものを含んだものになっております。民間企業を対象と考えた場合は、

幅広くそのようなものを含めることも意義あることなのでしょう。しかし、ジェトロという私

どもの団体は公的機関でございますので、公的機関に相応しいＣＳＲ、いややはりＳＲという

べきでしょうか、が必要ではないかと思っております。 

 以上、個人的な見解も含めましてお話をさせていただきました。ありがとうございました。 

○原科委員長 どうもご説明ありがとうございました。 

 それでは、しばらくディスカッションに移りたいと思います。 

 今ご紹介いただきましたように貿易・投資をめぐる国際的枠組みがございます。これまでの

経緯についてご説明いただきましたけれども、これから環境社会配慮ガイドラインをつくるに

当たってそういった背景のこともよく勘案した上でガイドラインをつくりたいと思いますが、

この件に関して、まずご質問等ございますでしょうか。 

 高梨委員、どうぞ。 

○高梨委員 大変まとめていただきありがとうございました。たしかジェトロさん、私の記憶

で前にグリーンエイドプランというのをアジアに対しての環境配慮といいますか、環境改善と

いうことで経産省さんの予算等を活用して非常に長くやっておられたと思うんですけれども、

きょう藤崎さんのお話を聞いて１つご質問させていただければと思いますが、ジェトロさんの

中での連携というんでしょうか、一方で実はさっきも言いましたように環境関係の業務という

のを一方で大分やっておられたり、アジ研さんの方の藤崎さんの方のもともとこういったよう

な環境関係のことをまとめておられると。実はジェトロさんの中でも本当はこういう資産とい

いますか、資源といいますか、情報というものは大分あるように私は感じているんですけれど
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も。一方、先ほどの貿易ですとか投資促進の方ではなかなか基礎的な情報が十分つかめないと

いうようなお話もあったように思うんですが、そういう意味でジェトロさんの中で事業間の連

携といいますか、どんな協力関係があるのかというのをちょっと教えていただければと思いま

す。 

○事務局（藤崎） 今高梨委員がおっしゃられたグリーンエイドプラン(GAP)についてですが、

私自身フィリピンから帰ってきた2000年からでございますけれども、それから何年間かグリー

ンエイドプランにどっぷりつかりまして、さまざま活動しておりました。当時グリーンエイド

プランは事業開始後既に10年ぐらいたっていたんですね。それで今後どういうふうにしたらい

いのかといった経済産業省からの問い合わせ、あるいはご下問が、担当課である技術協力課か

ら私どもアジ研にありまして、ジェトロの担当課と一緒に私自身かなり長い間作業をいたしま

した。そして、例えばGAPをタイで展開するためのマスタープラン(5カ年計画)を現地でつく

ってもらうとか、さまざま成果を残しております。そんな形でジェトロ内部での連携はやらせ

ていただいております。 

○原科委員長 岡崎委員、どうぞ。 

○岡崎委員 過去２回の委員会には参加しておりませんでしたので、あるいは既に議論があっ

たのかもしれませんが、今までのお話を伺っていても私自身はジェトロのお考えになっている

ゴールといいますか、どこまでのものを作って、それによってどこまで業務を律していくのか

というところがまだよくわかりません。 

 と申しますのは、例えばＪＢＩＣであれば出融資を通じてプロジェクトの実施主体に対して

適切な環境社会配慮を求めると、逆に言えば、適切な環境社会配慮をしていただけない場合に

は融資をしない、あるいは貸出を止めるとか、あるいは強制プリペイを求めるといったような

アクションを取る主体としてのＪＢＩＣが存在し、かつ実際にアクションを取るということも

あるわけです。 

 私の理解しているところでは、ジェトロの業務というのはきょうのご紹介でもございました

が、１つはアドバイザリー業務であり、それからあとはＦＳ事業に大別されると思います。こ

れは例えばアドバイザリー業務というのは、日本企業がそこに主体として存在して、その方々

に対してアドバイスをするというお立場。それからＦＳ事業というのも、これはあくまでもフ

ィジビリティスタディでございますから、その後どういう事業が実際に行われるかという段階

ではジェトロの手を離れていくわけでございます。そういう業務を律していくガイドラインと

いうものを作る、そこで想定されているものがどの程度のレベルのものであって、かつそれを

条件としても満たさないような場合にジェトロとしてアクションを取るのか取らないのか。例
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えばアドバイザリー業務であれば、日本企業はジェトロからアドバイスを得たとしても実際に

投資する、しないというのはあくまでも企業が自ら判断されるわけでございますから、そこに

ジェトロが何らかのアクションを取り得るのかどうかということは、これは非常に難しいこと

なのではないかと思います。 

 一方で、そういうものではないんだと、むしろジェトロ自身として今後何を求めていくのか、

環境社会配慮、あるいは最近では民間企業でもミレニアム・デベロップメント・ゴールの達成

を会社の目標に掲げているようなところも出てき始めておりますけれども、あらゆる業務を通

じてそういったものに貢献していくんだと、そういったものを貢献していくための規範みたい

なものを作っていくということなのか、そこがあるいは既に過去２回の議論で出たかもしれま

せんが、私自身はぜひそこを確認させていただければというふうに思っています。 

○原科委員長 今の件基本的なことでございまして、議論はしてまいりましたけれども、なか

なか明確に言えないかもしれませんが、今のはどんなお考えかジェトロのどなたかお答えいた

だければと思いますが。 

 では、総務部長。 

○山田部長 今回こういうガイドライン策定委員会を外部の委員の先生においでいただいてこ

ういう作業に入っておるわけでございますが、それに至るプロセスにつきましてはこれまで委

員の方々にご説明をさせていただいているとおりでございます。私どもが展開する諸事業にお

いて環境社会配慮にみずからかかわる部分について、それから主な業務である情報提供、相談

業務におきまして、環境社会配慮に関してどういう適切な情報提供ができるか、そういったと

ころについてこういう場においてご専門の皆様からのご意見をいただいてジェトロとしてしか

るべき規範をつくるところがあればしっかりつくる。そして日常の業務展開の中においてやる

べき普及啓蒙的なことがあればそれも含めて、今後の事業展開において取り入れてみたいとい

うのが今の基本的なスタンスでございます。 

○原科委員長 基本的にそういうことです。ですからＪＢＩＣ、ＪＩＣＡでやっておられるも

のと若干違う側面はそこだと思います。ただ中には、これは少ないんですけれども、似たよう

な水準のインパクト・アセスメントをやらなければいけないものもあります。それはかなりス

クリーニングによってはっきりしますけれども、それ以外の業務に関してどうするかというと

きに、一つのＣＳＲ的な発想といいますか、ジェトロにとってのＣＳＲと言ったらいいですね。

これは自主的にということになります。通常そういう感覚ですから、ジェトロが自主的にそう

いうことを、環境配慮をしっかりやっていくと、そういうポリシーを出していただきたいと思

います。 
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 その意味ではやり方に関してはいろいろな先行事例を参考にしますけれども、やはりジェト

ロ特有のものが必要だと思います。先ほど、今この段階で情報提供していただいた国際的枠組

みに関する一つの整理もそういったことを考えるための情報としてお示しいただきました。 

 これはむしろ委員の皆さんにいろいろ提案していただいて進めたいと思います。基本的には

ジェトロはやはり国がサポートしている機関ですから、国民に対する説明責任はしっかり果た

すと。日本の政府は環境社会配慮をしっかりやることは基本でございますから、その辺が具体

的に見えるような形でそういう枠組みをつくりたいと考えます。 

 何かご意見ございますでしょうか。 

 前田委員、いかがでしょうか。コモンアプローチとかいろいろやっておられるから、少しそ

ういった国際的なことを。 

○前田委員 本来であればきょう、この会議でＥＣＡの環境コモンアプローチはこうなりまし

たと報告できる予定だったんですけれども、11月の会合が紛糾しまして来年に持ち越しになり

ましたので決まったところをご報告と思うんですけれども。 

 今ＪＢＩＣのコメントがありましたけれども、ＥＣＡですとまさに今やっている環境コモン

アプローチということで国際的な基準があって、それをやらないとどうにもならないというこ

とになりますし、それから民間金融機関も先ほどもありましたように赤道原則とかあってこう

いうことになりますが、ジェトロみたいな業務をやっているところで国際的にイクエーターみ

たいな基準とか、あるいは似たようなことをやっているところは必ずこういう感じでガイドラ

インをつくっていて、それとの関係でうちもこうやらないといけないという参照すべき国際的

な何かそういうのというのはありますか。 

○原科委員長 お互い今調べていただいて、なかなか類似のものが見当たらないような感じも

するんです。ですからもし新しくクリエートするようなことになる。そこでＣＳＲというのは

大きなコンセプトで自主的に環境配慮の仕組みをつくりましょうということだと思います。 

 一部アセスメントをやる部分がありますけれども、それが主なものではないような感じがい

たします。 

 今回は創造的な部分があると思います。ＪＩＣＡのご経験もたくさん聞かせていただいて、

それに加えてジェトロならではのものも出していきたいと思います。 

 松本委員、どうぞ。 

○松本委員 今の部分の整理も兼ねて岡崎委員のご質問もありましたので。 

 私の理解ですけれども、基本的にはまだ今多くの方の関心事でありつつちょっと先送りされ

ている案件形成部分というのが、ジェトロの環境社会配慮ガイドラインを考えるスタートにな
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っていることは多分間違いないと思います。 

 そこはＪＢＩＣの事業につなげていくとかさまざまなねらいもありますので、部分的に見れ

ばＪＩＣＡがやっている開発調査のような要素も含みつつ、またそれはＧＧ関係、政府間関係

ではないという特殊なジェトロの事情も踏まえてここで議論しなければいけない点であるとい

うのは一つのスタート地点であると思いますし、そこではＥＣＡの経験とかも非常に私は重要

だと思うんですけれども、一方でジェトロの事業がこれだけ多様なものである中で本当に案件

形成だけの環境社会配慮ガイドラインを第１回目から議論していいかどうかというのはちょっ

とよくわからないところで、一たんジェトロ全体の事業を見て本当にそこだけで大丈夫なのか

どうかというチェックを今していると。これまでの議論の中ではやはりジェトロの事業全体を

スクリーニングした上で必要なものに対して環境社会配慮をすればよいのではないかという大

きな流れはあるのではないかというのは、私自身のこれまでの議論の整理です。 

○原科委員長 スクリーニングの話、これはもうＪＢＩＣの方もＪＩＣＡもご存じのことです

ね。Ａ案件、Ｂ案件、Ｃ案件と分けます。ＪＢＩＣはもう一つありますけれども、基本はＡ、

Ｂ、Ｃです。Ａ案件は特に環境社会配慮が重要と思われる案件で、通常のアセスメントを行い

ます。Ｂ案件の場合には軽微なということで簡単な形、簡易なアセスメントです。Ｃは特に必

要がないと。スクリーニングが大変大事なんですね。ですからそういう意味でもこの議論をし

っかりやっておかないとスクリーニングがうまくできませんので、そういうことで申しました。 

 それからもう一つは、ジェトロの仕事の特質上アドバイスということがありますから、さっ

き申し上げたＣＳＲのような考え方で、むしろ新しい環境社会配慮のメッセージを伝えるよう

な比較的単純な機能だと思いますので、その辺も今回はその仕組みの中に盛り込めればより進

んだものになるのではないかと思います。そんなことがございますので、前回からそんな議論

をしてまいりました。 

 予定の時間が来ましたのでブレイクを入れますけれども、その前に前田委員。 

○前田委員 さっきのことで続けて言おうと思ったことなんですけれども、先ほど岡崎委員か

らもありましたとおり、要するにソーシャルの定義というところがキーだと思うんです。今い

ろいろなところで環境ガイドラインをつくるというのがブームなものですから、さっきの質問

の趣旨は、ジェトロはほかに、よそからやれと言われていないからやらなくていいということ

ではなくて、どういう方向でなされるのかというのが気になったんです。 

 つまりＯＥＣＤでも、多国籍企業ガイドラインが書いてあります。1.55なんですけれども、

現在投資委員会でも投資する際の環境のガイディング・プリンシブルというのをまた新たに決

めようということになっていて、12月はその会議でまた別途行っていたんですけれども─と
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いうことをやっているんです。ＯＥＣＤは既にＥＣＡに対しては環境コモンアプローチをやり、

ここにあるように多国籍企業ガイドラインもあり、なおかつ投資の場合の環境社会配慮という

ことでいろいろなものをたくさんつくっているんです。いろいろなものをたくさんつくるもの

ですから混乱してくるので、だんだん収れんさせていこうという方向になっていて、そのとき

の収れんの仕方のかぎになるのがソーシャルの概念でして、一言で言うと企業のＣＳＲ的な形

でＣＳＲを広目にとる。要するに、何があっても我々の商業活動に影響が出るものは全部ソー

シャルと見るのか、あるいは政府関連機関のＥＣＡ的なソーシャル、今ガイドは世界銀行の３

つに限るという報告が来ていますが、世界銀行、ＥＣＡ的な政府関連の融資者としての定義に

絞るのかということで、どっちにするかということをまず態度を決めて、それが収れんさせる

方向になっていくんですね。 

 だからそこのまず態度を決めないと、「社会」と入ってしまっていますから、だれもが最初

に聞くのはこのソーシャルの概念は何ですかと聞くので、全くジェトロ独自のソーシャルの概

念を出されるというのもあり得るんですけれども、そうすると混乱を生みますので世界の趨勢

になっている２つの方向のどちらかということを考えてから進めるのが効率的かと思います。 

○原科委員長 それは今即答は難しいかもしれません。では、ちょっとブレイクしてから議論

いたしましょう。 

 ４時ちょうどに再開いたしたいと思います。 

午後 ３時４７分休憩 

午後 ４時０１分再開 

○原科委員長 では、時間になりますので、そろそろ開始しましょう。大体席にお着きになっ

たので始めます。 

 それではあと１時間ほどですけれども、今ＣＳＲの話がありましたので、最近のＣＳＲを巡

る動きについてということでジェトロの方に資料を用意していただきましたのでこのご説明を。

これは植田さんからですね。よろしくお願いします。 

○事務局（植田） それではお手元の「最近のＣＳＲを巡る動きについて」というペーパーに

基づきまして簡単にご説明をさせていただきます。 

 既にご案内のとおりＣＳＲというのは非常に昨今いろいろなところに出てまいりまして、日

本でも大企業だけでなくて中小企業も含めて民間ではかなり普通の取り組みになってきている

という状況でございます。 

 ただ、その取り組みの内容というのは１社１社非常に異なりまして、一体どれが本当のＣＳ

Ｒなんだというところがなかなか難しゅうございますので、きょう私の説明では個別の企業で
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はなくて民間の経済団体ですとかあるいは政府、国際機関がどういう考えで動いているかとい

うのを簡単にまとめさせていただきました。 

 まず、ＣＳＲが何かというところでございますけれども、一つ欧州委員会のホワイトペーパ

ーの文書をそのまま引用させていただいております。 

 「ＣＳＲとは、責任ある行動が持続可能なビジネスの成功につながるという認識を企業が持

ち、社会や環境に関する問題意識を、その事業活動やステークホルダーとの関係の中に、自主

的に取り入れていくための概念である」ということで、横に幾つかよく言われる考え方が入っ

ていると思います。持続可能ということ、サステナビリティという考え方、それから先ほど藤

崎の説明にもありましたけれども、経済のみならず環境社会のバランスをとって発展を考えて

いくというトリプルボトムラインという考え方、この辺がこのＣＳＲのベースにあるのかなと

いうふうに思います。 

 それでは、民間はどんな動きをしているかということでございますけれども、まず日本経団

連でございますが、2004年でございますが、企業の社会的責任、ＣＳＲ推進に当たっての基本

的考え方というのを発表されております。この中で日本経団連としてＣＳＲの推進に積極的に

取り組むということを明確に表明をしておりまして、これに基づきまして2005年５月、企業行

動憲章を改定しております。この改定の中心がまさしくＣＳＲということでございまして、企

業が持続可能な社会の創造に向けて自主的に行動すること、あるいは人権の尊重ということを

明記しております。それからサプライチェーン・マネジメントということで、いわゆる自社だ

けではなくて取引先も含めた形でＣＳＲを考えていくんだという、これも重要な概念でござい

ますけれども、グローバル化への対応。それから、ここには書いてございませんが、ステーク

ホルダーとのコミュニケーションというのも重要なポイントということで加筆をされているわ

けでございます。 

 また、企業が自主的にＣＳＲを推進するための参考としてＣＳＲ推進ツールというのをつく

られまして、これは環境ですとか人権ですとかコンプライアンスといった課題、それから消費

者、株主、社員、ＮＧＯ、あるいは途上国といったステークホルダーごとに整理したマトリッ

クスを経団連の方でつくられておりまして、それぞれの課題分野でそれぞれのステークホルダ

ーごとにどういう点で取り組むべきか、そのポイントだけではなくて具体的に今実際の企業が

取り組んでいる304事例をそのマトリックスに当てはめた資料をつくられたりしております。 

 それから経済同友会でございますけれども、2003年の第15回企業白書ということで、当時の

小林陽太郎代表幹事のリーダーシップで発表された白書でございますけれども、この中で企業

の社会的責任、ＣＳＲという考え方を内外に強く訴えるということで、経済同友会としてもＣ
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ＳＲを進めるんだという立場を表明されているわけでございます。 

 また、具体的なＣＳＲ実践のツールとして市場ですとか環境、人間、社会、コーポレートガ

バナンス等５分野から110項目から成る新しい企業評価基準を提唱されたりしております。 

 それから2006年、この前にも出しておりますけれども、日本企業のＣＳＲ、自己評価レポー

トというのを定期的に出されておりまして、最近の2006年のレポートによりますと、ＣＳＲの

推進体制を構築している企業の割合は約６割。これは前回２年前の調査に比べても倍増してい

るという結果だそうでございます。また、従業員300名未満の小さな企業でも３割以上は既に

何らかの体制を構築しているということで、こういった経済団体の後押しもあり、ＣＳＲとい

う取り組みが着実に日本企業の間では浸透しているということが言えると思います。 

 一方、政府でございますけれども、経済産業省の方で2004年９月、企業の社会的責任（ＣＳ

Ｒ）に関する懇談会の中間報告書というのを出されております。この中で、ＣＳＲの基本的な

考え方、これは原文をそのまま抜粋しておりますけれども、「ＣＳＲは、最低限の法令順守は

もとより」ということで、さらにそれを超えてそこに書いてあるようなポイントが重要になる

ということをうたわれているわけでございます。 

 それから、幾つかキーワードがあるんですけれども、３つ目の矢印のところ、ＣＳＲの信頼

性を支える取り組みで最も重要なものは情報開示と説明責任、ステークホルダーによる評価と

ステークホルダーとの対話ということに重点を置かれているわけでございます。 

 政府としてはＣＳＲの考え方、先進事例の普及、情報公開の場の設定等を通じて積極的に支

援するということも中間報告で打ち出されております。 

 それから、同じく中央官庁で環境省でございます。環境省もいろいろな取り組みをされてお

りますが、例えば2005年８月に社会的責任に関する研究会研究報告書を発表されておりまして、

ここでもそこに書いてあるようなポイントが挙げられております。取り組むべきポイントとい

たしまして、こちらに書いてございませんけれども、中小企業におけるＣＳＲの取り組みを進

めるですとか、あるいはＣＳＲに関連する各ステークホルダーの連携を政府としても促進して

いくということを挙げられております。 

 それから国際機関でございますけれども、もともとこのＣＳＲというのは企業の自主的な取

り組みでありまして、またその企業によって取り組む内容も異なるということで規格化は難し

いのではないかという議論があったわけでございますけれども、国際標準化機構、ＩＳＯの方

で規格化を進めるということで今作業を進めているわけでございまして、2005年９月にはバン

コクの総会で国際規格ＩＳＯ26000の設計仕様書について合意ということで、このＣＳＲに関

連する国際規格の設計仕様が満場一致で合意したと。 



－27－ 

 今2008年の規格発行に向けて準備を進めているということでございますが、ただポイントと

いたしましては幾つかございまして、まず社会的責任を負うのは企業だけではないということ

で、Corporate Social ResponsibilityのCorporateのＣをとって、ＩＳＯとしてはSocial 

Responsibility、ＳＲということで取り組んでいくことを表明しております。 

 それから、規格につきましては「～することが望ましい」というガイダンス文書とすると。

第三者認証を必要とする適合性評価を目的としないというようなことを挙げているわけでござ

います。 

 それから国際ＮＧＯでございますけれども、グローバル・レポーティング・イニシアチブと

いうのがございます。これはかなり歴史が古うございまして、97年、米国の市民団体のＣＥＲ

ＥＳというところが国連の環境計画と協力で開始したプログラムでございまして、サステナビ

リティに関する報告書のガイドラインをつくっておられます。2006年10月の段階で第３番のガ

イドラインを出されておりまして、世界で約700社、日本でも約300社に参照をされているとい

うところでございます。 

 以上、簡単でございます。ＣＳＲの国内及び海外の動きでございますが、ほかにもいろいろ

あると思いますので、委員の中にはご専門の方がいらっしゃいますので、ぜひ補足をいただけ

ればと思います。 

 ジェトロといたしましては、ここに出てくるようなキーワードを踏まえましてＣＳＲ的な方

法をどのようにガイドライン策定の上で活用できるのかということをこれからこの場でご議論

いただくのかなというふうに思っております。よろしくお願いいたします。 

○原科委員長 どうもご説明ありがとうございました。 

 これに関連してグローバルコンパクトのお話がございました。 

 それでは、今のご説明に対してまずご質問とか何かございましたら。 

 岡崎委員、どうぞ。 

○岡崎委員 これは事実確認ですが、ジェトロのアニュアルレポート、それから例えば金融機

関ですとアニュアルレポートというのは財務情報が中心でございまして、ＣＳＲレポートは非

財務情報を中心に書く。これは今、民間の金融機関どこもそういうことをやっておりますし、

私どももやっております。ほかの政府系金融機関もやっておるんですが、ジェトロさんは今、

ＣＳＲレポートというものは実際にお作りになっていらっしゃるんでしょうか。 

○山田部長 つくっておりません。 

○岡崎委員 私ども銀行の中でも、要するに公的な機関のＣＳＲというのは何だという議論が

随分ありまして、そもそもやっていること自体がＣＳＲではないかと。しかも、私やその上の
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世代ですと、自分たちがやっていることを、殊さらこんな立派なことをやっていますというこ

とを強調するようなレポートを作るということ自体にやや戸惑うところなんですが、時代はど

うもそういうことではないようでございまして、私どももＣＳＲレポートというものを作り始

めたんですが、最近ではむしろ公的な機関こそ作れというご要請もあるようでございます。で

すからガイドラインということとは別に、あるいはジェトロさんの今後の広報、アニュアルレ

ポートというものとＣＳＲレポートというのを別々に作ることがいいのか、合体させるような

形がいいのか、そういったこともＣＳＲを取り上げるとなると避けて通れない問題ではないか

なと思います。 

○原科委員長 そうですね、政府の方針はそういうことですから、公的機関の本来の任務の一

つということですけれども、これはむしろその意味では情報公開の推進とか説明責任を果たす

というような意味合いでいいますとレポートをつくることの意義は大変あると思います。 

 ですから、企業の場合のＣＳＲとちょっと違う意味合いとしてその必要性はあると思います。

ただ、あまりコストをかけ過ぎても今度はどうかという話もありますから、その辺難しいとこ

ろだとは思いますけれども。ただ、これまでお聞きした範囲ではジェトロの業務の中でそうい

ういろいろなアドバイスをやるということがありますので、その意味ではむしろ積極的にそう

いうことを、実績を社会に報告していただきたいと思います。これは私の考え方ですが。 

 どうぞ、満田委員。 

○満田委員 言わずもがなかもしれないんですが、ＣＳＲレポートにおいていいことを宣伝す

るばかりではなくて、いかにネガティブな情報を出していくか。それも書きっ放しではなくて

ネガティブな情報に対してどうやって対処していくかということを明らかにするというのもＣ

ＳＲコミュニケーションの非常に重要な役割かと思いますので、念のためつけ加えさせていた

だきます。 

○原科委員長 そういう意味で情報公開をぜひ積極的にお願いしたいと思います。 

 何かございますか。どうぞ。 

○山田部長 ジェトロの中でも世の中の流れ、ＣＳＲについては関心が高まっておりまして、

今回環境ガイドライン策定に向けたプロセスにおいてもそういう議論をし、ジェトロとしても

ＣＳＲの一環として環境ガイドラインを策定すべきだということで今回の環境社会配慮ガイド

ライン策定委員会の開催に至ったという事実はございます。 

 それから情報公開につきましては情報公開法にのっとり、あらゆる情報について我々が公開

するということもやっておりますし、それも含めてジェトロとしてＣＳＲレポート的なような

ものをつくるべきかどうかということも今回のガイドラインの委員会の経験を踏まえて考えて
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いきたいと考えております。 

○原科委員長 どうもありがとうございます。 

 それでは、この点に関してほかにご意見がございましたら。 

 田中委員、どうぞ。 

○田中委員 今総務部長がお話しになられました情報公開、こういった点につきまして私ども

ＪＩＣＡのガイドライン改定委員会でも当初いろいろな議論がございました。しかしながら、

やはりすべてを公開して今回このジェトロの皆様がやっておられるようにすべての発言をその

委員の名前も入れて、そして発言したことは一字一句全部録音したものをそのまま文字に残し

て、それをホームページ上で公開するということをやってまいりました。 

 担当した人たちは本当に苦労だったのですけれども、今から思いますと、やはりそれをやっ

ていてよかったということがたびたびございます。現在、事務局の皆さんも随分ご苦労も多い

と思いますけれども、こういうやり方自体が透明性を高める意味でやはり不可欠で、ＪＩＣＡ

の中でもいろいろな委員会がございますけれども、ＪＩＣＡのガイドラインの改定委員会の場

での透明性というのが最も透明性の高いものであるということになっています。 

 ＣＳＲのお話もございましたけれども、まさにこういうやり方をしていること自体がＣＳＲ

を実践しているという意味は、私はやはり非常に大きいと思っております。 

 きょうの前半のお話の中で、途上国に中小企業の方が工業団地に進出する場合に、塩分が出

た処理をどうするかというようなお話がございましたけれども、これにつきましては先回、私

も日本の旧公害防止事業団が金沢工業団地というのをつくったときにそういった対応をしたと

いうお話をいたしました。 

 例えば繰り返すことになりますけれども、工業団地をつくる場合に食品加工工場が数社集ま

った地区にその専用の処理施設をつくる、あるいはメッキ工場が数社集まったところにメッキ

工場から出る排水の専用の排水処理施設をつくる、こういったやり方を日本でも中小企業を対

象に旧公害防止事業団がやってきたわけです。 

 なぜそれをやるかといいますと、排水処理というのは酸、アルカリ、高濃度シアン、低濃度

シアンなど出てくるものを最初にできるだけ分けてそれを処理するようにしないと、一緒にな

ってしまいますと処理がなかなかできないという状況がございます。 

 実際にノウハウの一つとしては、先ほど申しましたような例えば４つの管の中にそういった

物質が分別されて流れてくるわけですけれども、それが管からこぼれて地中に入ってはいけな

いものですから、工場から処理施設まではカルバートボックスといいまして、いわゆる日本の

共同溝のようなコンクリの中にパイプだけがむき出しで４本並んでいるような施設をつくって
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おります。そうしますと、点検する場合でも一々掘り返す必要はありませんので、いつもどう

いう状況かというのを見られるということがございます。 

 こういったノウハウを私どもＪＩＣＡの研修でも、東南アジアをはじめいろいろな国の環境

省の方が来たときに実際に現地視察をさせていただきまして見ていただく機会もございます。

日本でもそういうふうにいい事例もございますので、私自身はぜひそういったノウハウもジェ

トロの皆様方が日本の中小企業の方が海外に投資をする場合の一つの助言として、せっかく日

本が培ってきたそういう技術もございますので、ぜひ活用なさったらよろしいのではないかと、

そういうふうに思っております。 

○原科委員長 ありがとうございます。環境社会配慮上のいろいろなアドバイスをあわせてや

っていただくと、これが大事な実績だと思いますので、今ご紹介のあった具体例でございまし

たけれども、ああいうようなことをぜひ積極的にやっていただきたいと思います。そのことが

また国民に伝われば、ジェトロの業務に対する理解も深まると思います。 

 ほかにご意見。どうぞ。 

○永田部長 申し上げましたように、いろいろな種類の情報、これについてきちっとした対応

をしていくためにも、ジェトロとしても関連の情報というのはきちっと整理していく必要があ

ると思います。そういう意味では個々の対応だけではなくて環境規制的なものが存在する法令

の中身だけではなくて、やはり基本的な現地社会貢献といいますか、そういう意味合いもあっ

てアドバイスの中にはもちろんそれを前提としてのご説明はさせていただいているつもりでご

ざいます。 

 例えばということで申し上げますと、進出日系企業支援で私ども予算の事業名称ですが、円

滑化推進という言葉を使っています。この円滑化というのは、あくまでも現地における企業活

動において企業がビジネス活動を行う上で現地との摩擦がないように円滑に遂行するという意

味合いでございます。ですから、あくまでもジェトロの場合には基本的なスタンスとしては、

過去においてフィラソロピーの関連の事業もやりましたが、先ほど岡崎委員の方からおっしゃ

っていただきましたけれども、ジェトロの公的機関としての立場というのは基本的にはまさに

ＣＳＲというところがあるのではないかと思っております。 

○原科委員長 どうぞ。 

○山田部長 若干付言させていただきますと、恐らくジェトロの果たし得る役割の中でＣＳＲ、

環境社会配慮という面からいきますと労務関係、こちらの方に関してこれまで進出日系企業さ

んの労務に関するご相談等々、これを承ってきておりますので、そういう面でいわゆる社会配

慮の点で果たし得る役割があるのではないかというふうに考えております。 
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○原科委員長 労務関係ですね。これも大変重要な点ですね。 

○山田部長 例えば私がおりましたベトナムで外資系企業で初めて寮をつくった日本企業さん

がおられまして、これは浜松の日星電気さんという中小企業の方なんですが、ホーチミンあた

りの工場を持っていまして、地方から出てきた女子従業員が非常に劣悪な住環境の中で生活し

ているのを見かねて寮を建てたと。従業員は大変喜ばれたそうで、これは初めてのケースとし

て新聞にも結構出まして、その企業の方に来てもらってジェトロ本部で講演会をいたしました。

そういう先進事例を学んでいただいて、我々も小さな役割を果たしたかなと思っております。 

 その社長が、従業員のことを働く仲間という目線で話しておられましたのが大変印象的だっ

たんですけれども、そういうこともジェトロが果たすことができる役割かなという意識は持っ

ています。 

○原科委員長 ほかに。 

 どうぞ、岡崎委員。 

○岡崎委員 先ほど前田委員が「社会」の概念が変わってきているとおっしゃいました。私も

冒頭で申し上げましたけれども、まさに労働問題というのが脚光を浴びつつあります。先ほど

藤崎さんからもご報告がございましたけれども、４つのコアの問題とか、そういったことを受

けて、繰り返しになりますけれども、今年４月にＩＦＣのセーフガードポリシーが全面的に改

定をされて、そこにパフォーマンススタンダードという８つのスタンダードがあるんですが、

そこの２番目にlabor and working conditionというものが入ったんです。これの取り扱いを

めぐっては、例えばＯＥＣＤの輸出信用部会の場ではまだ喧々諤々の議論が続いているんです

が、少なくともＩＦＣは民間企業による投資を対象に投融資している国際機関ということで、

自分たちの投融資する事業の実施主体である企業の労働問題、労働条件を取り上げる、それを

きちんとチェックをしているということに踏み出した。 

 従来は前田委員がおっしゃっていた世銀でいう「社会」の概念ということの意味、あるいは

ご存じの方もいらっしゃるかもしれませんが、これは基本的にプロジェクトの実施によって移

転を強いられる住民、その住民の生計回復の問題ですとか移転先の生活環境とか、あるいは先

住民の問題とか、ここまでだったんですけれども、ＩＦＣが言い出した、かつ赤道原則に参加

している40数行もそれに倣い、ＥＢＲＤも今それに倣おうとしている新しいイシューの「社

会」の中身というのがまさに今総務部長がおっしゃった労働問題なんです。 

 ただ、これは非常に難しい問題で、その国の労働法ですとか労働慣行とかそういったところ

にどこまで、少なくともバイの機関がどこまで入っていけるのかという問題はあります。ＯＥ

ＣＤの場でも国際機関がそういうことを言うのと、バイの輸出信用の機関が、ＯＥＣＤの輸出
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信用部会というのはあくまでも輸出信用機関の集まりでございますので、貿易取引を通じてそ

れを輸入した先の企業の中の労働問題にまで本当に入る、できるのかと。言うは易しというと

ころがありまして、議論は続いているんですが、ただ流れとしてはそういう方向にも世の中の

関心が動き始めているということです。お帰りになってしまいましたが、前田委員がおっしゃ

っていた意味はそういうことでございます。 

○原科委員長 ありがとうございます。 

 ちょっと気になりました、今大変大事なことをおっしゃったと思いますけれども、バイの場

合と国際機関、バイではないマルチの場合で、バイの場合ちょっと状況が違うとよく議論され

るんですけれども、ただそのバイも日本のことですから日本政府のポリシーがありますから、

そしてそのポリシーを明確に出すという意味では我々どうするかと考えた方がいいような感じ

がいたします。一般的にバイとマルチは違うという言い方になってしまうと、私は日本の場合

にはまずいかなという感じを持っています。これは私の感じですけれども。 

 ですから、日本政府としての明確なポリシーを出していただきたい。逆に、バイだからでき

ると。マルチの場合には全体のハーモナイゼーションが出てきますけれども、日本とほかの国

との関係ですから、日本はどういうポリシーを持っているか、それが明確に出ればいいと思い

ます。今、大変重要な情報をいただいたと思います。 

 どうぞ、満田さん。 

○満田委員 労働に関しては非常に民間企業さんは熱心に、特にサプライチェーンを通じた管

理ということを踏み込んでやられているのかなという印象を持っています。これはもちろんＣ

ＳＲで労働というのは大きな問題になりがちであると、特に藤崎さんのご発表でもあったよう

に、アパレル業界において非常にＮＧＯのキャンペーンを浴びてしまったという経験があり、

中国、あるいはベトナム、あるいは東南アジアの小さい工場で手づくりのいろいろなものをつ

くるとか、そういうときに委託先の工場で何が行われているかということが非常に気にされ始

めています。 

 それに関しては欧米の企業の方がＮＧＯの洗礼を浴びるのが早かったということもあって取

り組みが進んでいるかのように見えるんですが、日本の企業も注意深く取り組み始めています。

そこで、サプライヤーに対してどこまで求められるかということは、特に日本人は非常に気に

されているんですが、とはいえ、重要なサプライヤーに対しては定期的に監査をする。その監

査に当たっては、現地の状況をよく知っている監査人に入ってもらう。それは自分の自社の中

で育てることもありますし、外から専門家を呼んでくることもある。自社の中で育てる場合に

は、要は現地語がしゃべれて現地の習慣をよくわかっている方に入っていただいて見落としが
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ないようにといいますか、外国人が行っても必ず現地の国の人に入ってもらって監査を行う。 

 監査も最近の一つの傾向としては、警察型の監査というのはだんだん、要は小さい点を突つ

くようなことは控えるようにし始めまして、もっと協議型の監査といいますか、これはどうし

てなのか、なぜ問題が生じるのか、であるならはどういう改善をしていくべきなのか、それは

いつぐらいまでにできるのか、そういうコンサルテーション込みで、必要に応じて支援込みの、

必ずギブ・アンド・テイクといいますか、サプライヤーさんに求めるだけではなくてサプライ

ヤーさんを支援することもあります。また、無理なノルマは課さない、無理な納期を課さない

というギブ・アンド・テイクの関係で取引先との関係を改善していく。 

 これは労務関係のみならず、必ずサプライチェーンを考えるときには環境面においても、例

えば日本企業さんなんかは取引先の環境パフォーマンス向上をいかに支援していくかというこ

とをよく考えておられるところもあるというような話もあります。 

 ジェトロさんは、せっかく企業さんへのアドバイス、企業支援をされているわけですから企

業のビジネス上の成功にもつながることとして、企業支援の中にＣＳＲ実施支援ということを

含めていかれるのもこれもジェトロさんとしてのＳＲではなかろうかと思っておりますので、

ガイドラインをどこまで広げるかというのは非常に難しい議論で、余り広げ過ぎると肝心の部

分がおろそかになってしまうのかもしれないんですが、プラス・アルファとしてはそういう考

え方があり得るのかなと感じております。 

○原科委員長 今の件、どちらですか。 

 では、部長。 

○永田部長 多少自問自答的なところがあるんですが、お話をいろいろ伺っていて思いますの

は、先ほど申し上げましたように組織体ジェトロとしての社会貢献的な活動、またスタンスは

そういうスタンスをとっております。円滑化というようなことでございますので。それは現地

においてどういう形で具体的な活動になるかというと、現地には日本商工会なり商工会議所下

での組織がございます。時として、場所によっては事務局として機能して現地での企業活動に

ついていろいろなあるべき形ないしは具体的な貢献ということについて、私どもジェトロとし

ても参画させていただいているというところがあるかと思います。 

 片や個々のアドバイスの業務で申し上げますと、先ほどもご指摘いただきましたけれども、

あくまでも主体ではないんです。個別の個々の案件につきまして、ジェトロは主体ではない。

また、情報照会を受けるのも先ほど申し上げましたように極めて一部分であるというところが

ございます。それと基本的なアドバイスを受ける際の我々のスタンスとしては、決して責任回

避ということではないんですが、個別の情報ないしはアドバイスに基づいて受けられた情報の
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最終的な投資なら投資の最終決定採否、これについてはすべて企業者側の方にありますという

ことがございます。ですから、逆の言い方をしますとどこまでうちの組織として個別の案件に

ついてタッチできるかというとやはり限界があるのではないかと思います。 

 例えば情報公開一つにしても、投資の案件そのものはかなり企業の命運を左右するような情

報ですので、これは外にそのままお名前を出す、企業名を出すということもできませんし、進

行中の案件を外に出すということはできないと思います。そういう意味で組織としての限界と、

組織全体としての活動、スタンスとしての社会貢献的な活動とこの二面性があるのではないか

というふうに感じますけれども。 

○原科委員長 ありがとうございます。 

 岡崎さん。 

○岡崎委員 すみません、先ほど原科先生がマルチとバイということをおっしゃったので、決

して反論ではないんですが、ＩＦＣのパフォーマンススタンダード、あるいは新しいPolicy 

on Social and Environmental Sustainabilityというものができたんですが、それを受けて民

間金融機関の集まりである赤道原則銀行もそれを参照しますというふうにしました。 

 ただし、民間金融機関がその対象としている業務はプロジェクトファイナンスだけなんです。

すなわち通常の貿易取引というのはやはり物の取引にファイナンスをつけるだけでございます

ので、その購入者の事業そのものになかなか関与しにくい。それに対して、民間金融機関が赤

道原則宣言に署名をしている対象はプロジェクトファイナンスで、民間金融機関は事業のスポ

ンサーに対していろいろな条件付けを行う。そういう仕組みになっているからサインをしてい

るということがございまして、やはりその対象になる取引に応じて民間金融機関はそういうこ

とをやっている。しかし、国際機関の場合、ＩＦＣの場合はオーバーオールにそれを求めてい

るということでございます。 

○原科委員長 よくわかっております。私はＪＢＩＣのガイドラインづくりをおつき合いさせ

ていただいたので。 

 私は別の観点から申し上げます。今おっしゃるとおりですね。その意味でもジェトロの場合

はその辺は大分違います。そこで、今はむしろ業務内容、ＣＳＲ的な部分に関しては具体的に

個別に詳しく見ていくような作業的なものが必要だと思います。ここで議論することに並行し

てワーキンググループみたいなところで詳細に検討していただいて、それをここにまた報告し

ていただく方が効率的ではないかと思います。今おっしゃったのとは違いますので、その辺は

皆さんどうでしょう。委員の方のご意見ございますでしょうか。 

 高梨委員、今の関係で何かあれば。何かございますか。 
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 進め方ですが、ＣＳＲに関しておおむね議論が進んでまいりましたので、今度具体的な作業

を進めたいと思います。そこでワーキンググループ、この前も案件の、これは議題整理みたい

なことをやって業務の内容を整理してもらいました。そのようなことをまた次回に向けて並行

してやっていただいた方がいいのではないかという感じがあるんですが、いかがでしょうか。 

○高梨委員 今先生の言われたワーキンググループというのは、具体的にはどんな作業を想定

されていますか。 

○原科委員長 これは、業務の内容がかなり細かいのがいっぱいあるでしょう。それをこの前

整理してもらいました。大きく分類しましたけれども、そういうものに対してどのように具体

的にＣＳＲとしてアクティビティをとったらいいか、そういうようなことをワーキングでやっ

ていただくといいなと思ったんですけれども、どうですか。 

 それはかなり色々やらなければいけないから、議論というよりも手作業が入ると思うんです。

こういう場合にはこういうような形でやったらいいといった事例を幾つか紹介していただきま

したね。ああいうようなことをやっていかなければいけないと思います。 

 そんな進め方はどうでしょう。事務局はどんなふうにお考えでしょうか。 

○事務局（藤崎） 質問がございます。例えば今議論しているのは基本的に貿易・投資促進事

業に関してでございます。前回までにインバウンド、アウトバウンドに整理してまいりました。

そういう整理したものに関しまして、この分類に関しては、例えばどういう観点で例えば何に

気をつけるべきであるのかと、詰めるということでしょうか。 

○原科委員長 そういうような形でそれを気をつけると。どんな形でそれを示していくかです

ね、そこまで含めて。 

 前回までで貿易・投資促進事業について整理してまいりましたね。あの枠組みに沿ってやっ

たらいいと思いますけれども。 

○高梨委員 ちょっとお話ししようと思ったのは、それに関係するんですけれども、今まで事

務局の方の協力から大体貿易・投資促進の活動というのはレビューできたと思うんですね。私

ども個別のワーキンググループでやらせていただいたので、ある程度わかってきたと。今ご議

論いただいたように、それをどういう形で規範に落としていくかというところ、恐らく共通項

目ということになると、私も先ほどのご発言に賛成なんですけれども、現場で中小企業の方の

投資促進なんかお手伝いしますと、やはり環境配慮をいろいろな形で応援してあげた方が非常

にいい場合があるんですね。 

 私もマレーシア、マニラにおりましたので、例えば工業団地に入っても実際そこは排水処理

場が十分でなかったりとか、フィリピンの場合やはり産廃業者の問題があったりというのを個
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別にその場で教えてあげるというのを非常にきょうまでの議論でジェトロさんが期待されてい

る一つの役割かなということですね。そういうものを少しＣＳＲ的におまとめいただければい

いなと。 

 個別にうまく落としてできるのかなと思っていたので、そこはやはりグループ化するよりも

っと、抽象的にならざるを得ないのかなと思っていました。もう一つ大事なのが、きょう藤崎

さんからお話があったように、ジェトロさんの中の持っているデータとか情報をいかに貿易・

投資のグループにシェアしていただくかということで、実はいろいろな形でアセットといいま

すか、グリーンエイドプランのギャップのように本当はいろいろとあると思うんです。そうい

うのをうまく動員するような形が組織内で行われれば。それに対するＣＳＲ的な規範をまとめ

れば、うまく動くのかなとか。個人的には早く案件形成の方を、要するに国際約束のないジェ

トロさんの事業の中でどうガイドラインをつくるのかというところが新しい任務だと思います

ので。 

○原科委員長 今、高梨さんおっしゃるとおりで、早く移りたいのでこの問題はワーキングに

並行してやっていただいて、次の議題に進みたい。それが私の趣旨でございます。 

 宮崎委員、何かございますか。 

○宮崎委員 今の件と直接は関係ないのですけれども、特に途上国の方でいろいろ対象や整備

ができているが、なかなかそれの執行の面でまだ十分でないところがあるというお話がござい

ました。私たちの産業環境管理協会に公害防止管理者という国家試験のシステムがあります。

それの事務局をやっておるわけですけれども、途上国の方でもそれに似たシステムに倣って公

害防止管理者、名前は違いますけれども、をつくろうではないかという気運があります。ご存

じかと思いますが。そういう機運がだんだんできていけばそれなりの執行体制が改善されてい

く一つの手段になるだろうと思うのです。そういうところを例えばジェトロさんの方で中小企

業の方が例えば東南アジアなんかに進出されるときにそういうシステムがあるということをい

ろいろ助言いただく、あるいはご援助いただくというふうなことをやっていただくとまた、先

ほどのＣＳＲのことにも関連するのではないかと思いますけれども、有益ではないかと思いま

す。 

○原科委員長 どうもありがとうございます。 

 ＣＳＲ関係、先ほど経済産業省のお考えもちょっとご紹介いただきましたが、稲垣委員、何

かコメントがあればお願いいたします。ございませんか。 

 それでは、もう予定時間は20分もなくなってしまいましたので、この先の進め方についてご

相談したいと思いますが……田中委員、どうぞ。 
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○田中委員 情報として私どもＪＩＣＡで新ガイドラインができるに当たって改定の委員会が

ございましたけれども、その結果を受けまして、新しい組織が生まれました。最初に環境室と

いうのが企画部の中にございました。その後、やはり環境とジェンダーとかＷＩＤ、そういっ

た分野が合体した課ができまして、この改定委員会の提言を受けまして、今度は環境社会配慮

審査室（現在は審査チーム）という審査部門がつくられました。ですから、だんだん年月を経

るに従いまして、環境部門の担当部署の名前もそれぞれ変わってきたという経緯がございます。 

 それで、きょうお話を伺った中で貿易投資相談センターのお仕事も非常に重要だということ

が分かりました。映像で拝見したシマックス社とＴＥＣＴ社ですか、そういった方々の海外進

出にいろいろご助言なさっているということも知ることができてよかったと思っております。 

 その関連で、私どもＪＩＣＡの場合には国別環境情報整備調査というのを国ごとに行ってお

りまして、これはどちらかといいますとそれぞれの途上国の環境省がどういう活動をして環境

法制度がどうなっているかというのを大体５年に一度新しくするという形でつくっております。

ＯＤＡで技術協力する場合にそういった情報を公開しておりますので、関心のある方はそれに

アクセスしていただくという形を一応とっております。その意味では、私どもは現地の環境ロ

ーカルコンサルタントの方々にそういった仕事も依頼しまして、日本人が行って調べる部分も

ございますけれども、やはり現地の専門家に聞いた方がよかろうということでそういった対応

も図っているところです。 

 その意味では、ジェトロの皆様の組織図の中に環境という言葉が今後どういう形で入ってい

かれるのかというのもこの先の議論を踏まえて出てくるのではないかと思うのですけれども、

やはり環境という名前が大体どこの大きな企業でもございますし、組織として環境というのが

どこかに入るというのがひとつ大事なことではないかなと。その場合、環境だけではなくて環

境社会配慮という言葉にだんだん今なってきておりますので、そういったことも恐らく大事な

視点になるのでないかなと、そういうふうに感じた次第です。 

○岡崎委員 ＪＢＩＣのケースなんですけれども、私どもにはまず環境審査室という部署がご

ざいまして、これはまさに出融資案件における環境社会配慮の確認をガイドラインに即して行

う部署でございます。それとは別に、つい最近できた、やはり環境という文字がある部署なん

ですが、環境ビジネス支援室といいまして、ＣＤＭプロジェクトとか環境をビジネスとして進

めていくための言ってみればイノベイティブなファイナンシャルツールを構築していくという

部署でございます。 

 国際機関との比較で存在しない部署がコンプライアンスを所管する部署です。委員会として

コンプライアンス委員会はありますが、これは要するに仕事のミスとか職員の不正とかそうい
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うものをやる。実は国際機関の場合ももともとはといえばみんなそうなんですが、今あるＩＦ

ＣやＥＢＲＤにあるコンプライアンスオフィスというのは、そういう職員のコンプライアンス

の問題から、むしろ融資案件がガイドラインに本当に即して行われているかどうかということ

を営業部門を超えて審査できる、そしてその結果は理事会にも直接報告をするという部署があ

るわけです。 

○原科委員長 今おっしゃった、これから先そういうものも考えておられるというような意味

合いでしょうか。 

○岡崎委員 いえ、そうではございません。あくまで比較の意味で申し上げました。そういう

組織を作るかどうか、それは2008年10月以降の新機関の組織設計でどう議論するかということ

だと思います。 

○田中委員 今まさにそれを少しずつ進めているところですね。 

○原科委員長 ちょうど今やっておられるところですね。 

 でも一応ガイドラインに関しては特に先進の試みとして環境審査役を設けられましたから、

あれは大きいですね。 

○岡崎委員 おっしゃるとおりです。外から見ると結局、自分たちで審査しているんだろうと

いう批判は常につきまとうわけですからね。ただ、国際機関は、第三者的な、かつ理事会直結、

そういうところが直接主体的に融資プロジェクトについて本当にガイドラインに即してやって

いるのかどうかというようなことを調べるというようなことをやっている。ＪＢＩＣではそう

いう取り組みまではしていません。 

○原科委員長 それでは今後の進め方でございますが、先へ進んでよろしいでしょうか。 

 では、年末年始の時間は使えませんので、次回また一ヶ月ぐらい先になるかと思います。そ

の次回に向け若干時間があきますので、先ほどのように貿易・投資をめぐる問題に関しまして

はＣＳＲというような考え方の、今お話のようなワーキンググループをつくるというか、この

前のメンバーで大体いいのかなという感じもしないでもない……。 

○松本委員 ちょっと違う方がいいんじゃないですか。 

○原科委員長 それでは、ちょっと変えた方がいいですか。メンバーは今決めてしまいますか、

それでワーキングをやると。 

 次回は、そうすると案件形成段階の問題に進むということでよろしいでしょうか。 

 では、そういうことで事務局に資料を準備していただきます。ですから、次回は２つ出てく

ることになります。 

 そうすると、ワーキンググループをどういたしましょうか。 
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 満田さん、お願いしてよろしいですか。きょうのご意見を伺ってもいろいろ情報をお持ちの

ようなので、お願いしたいと思います。よろしいですか。 

 それから、やはりここはもう高梨さんにお願いするしか。 

○高梨委員 前回やりましたので。 

○原科委員長 では、宮崎さん、いいですか。 

○宮崎委員 はい。 

○原科委員長 この前の構成、あと……。 

○松本委員 あと吉田先生がもし本当はいらっしゃったら。非常に重視していらっしゃいます

からね。 

○原科委員長 吉田先生、仮にお願いすることにいたします。もう一人ぐらいかな。この前、

どういう組み合わせでしたか。 

○松本委員 ３人でしょう。 

○原科委員長 では、そのお三方であと事務局ということでよろしいですかね。そういたしま

しょう。それでよろしいでしょうか。 

 では、そのようにお願いいたします。 

○松本委員 ワーキンググループに向けて、さっきの前田委員のご指摘、あるいは岡崎委員の

ご指摘というのは非常に重要だと思いまして、社会ということの枠組みですが、植田さんがご

説明いただいた中の経済産業省のＣＳＲの基本的な考え方の中にある意味では社会の広い概念

がここに書かれていると思うので、これはワーキンググループへの一つのお願いですけれども、

世界銀行がセーフガード政策の中で定めていたような社会から一歩踏み出したこういうような

枠組みの中でどこまでガイドラインなり規範の中に落とせるかということをぜひ議論をしてい

ただければなというふうに思います。 

 私は少なくともそちらの方は比較的広い概念として社会をとった方がいいのではないのかな

というふうに思っていますけれども、もしほかの委員の方々で別のお考えがある方がいらっし

ゃればと思います。やはり社会をどのぐらいで考えるかというのは確かに議論のスタートとし

て重要だと思います。 

○原科委員長 今の件に対してご意見があればお願いしたいと思います。 

 田中委員、どうぞ。 

○田中委員 私どもは最初、先ほど申し上げましたように環境という言葉しかなかったのです

けれども、その後、社会配慮が入ってきました。現在では、実は昨日も月に一、二度あります

環境社会配慮審査会がございましたけれども、そこでの議論も社会配慮部分が非常に大きなウ
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エートを占めております。私自身は今おっしゃられた点につきましてやはり社会配慮は非常に

重要なファクターだと思っております。 

○原科委員長 岡崎委員、どうぞ。 

○岡崎委員 問題は「社会」という言葉の意味するところが何かということなんですね。今は

どこの機関も環境配慮ではなくて環境社会配慮と言っているわけで、但し「社会」という言葉

の範囲はまちまちです。前田委員がああいう形でおっしゃられたんですが、ただ、では今労働

問題、ここに踏み込んでいくだけの経験とか知識とかノウハウがあるかというと、これは例え

ばＪＢＩＣではそういった経験はありません。ただし、ジェトロさんに置きかえて考えてみま

すと、日本企業の途上国での事業を支援すると、あるいは先ほどのベトナムでの労働問題の仲

介にも入られたというようなことを考えると、ある程度そういったものも視野に入れてもいい

のかな。ですが、例えばＪＢＩＣやＪＩＣＡで今そこまでの用意があるかというと、それは必

ずしもそれなりの準備ができていないんです。ですから、どこまでそこを取り上げるのかとい

うのは、今後の作業を考える上で非常に重要な点なんです。むしろジェトロさんとしてどう考

えるかという問題だと思います。 

○原科委員長 その意味ではＪＢＩＣ、ＪＩＣＡのガイドラインの考え方は、おっしゃるよう

にアクションにつながる意思決定というところでやりますので、かなり定義を厳密にしなけれ

ばいけないところがあると思います。しかし、ジェトロの業務の場合は今ＣＳＲで対応してい

るところが相当多いと考えたところはちょっと違いますね。その違うところはむしろ、違うと

いうのは直接アクションではなくてあくまでもアドバイスとか情報提供とかございますので、

そのときにはむしろ幅広い概念でそういうコンセプトを伝えるのが一つの役目ではないかと思

いますので、そういうようなことでＣＳＲの場合にはそういう幅広い概念というのは逆に適用

できるかもしれません。おっしゃるようにＪＢＩＣ、ＪＩＣＡはその辺は随分違うと思います。 

 どうぞ、田中委員。 

○田中委員 私が先ほど社会と申し上げたのは、多分一番重要なのは地球環境フィージビリテ

ィスタディを行うときに大きなインフラ案件で実際に住民移転がどうなるかとか、そういうあ

たりというのは多分一番大きな議論になると思っているからです。そのほかに海外投資をする

お話がきょうございましたけれども、投資をする中で環境部分の情報を貿易投資相談センター

の方々がどれぐらい具体的に情報をお持ちになられて、個々の問い合わせに対して答えられる

体制がこれからできていくかというのは非常に大事だと思います。相手国政府の最新の環境の

情報、それから社会配慮に関する情報では、途上国の多くがもう社会配慮面もかなり取り入れ

てきております。それから、環境アセスメント制度は日本よりもずっと進んだ制度を持ってい
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る場合でも、きょう藤崎さんがご説明なさったようにそれを担保できていない国が多いわけな

のですけれども、法制度上は規制があります。ですから、そういった最新の情報を貿易投資相

談センターの中、あるいは海外投資アドバイザーの方ののように具体的に情報をきちんとつか

んでそれをまとめられる役目をされる方がこれからどう活動していくか。それは実際に中小企

業の方が海外進出する場合に一番役に立つ情報の一つになり得るのではないかと思っておりま

す。 

 私どもＪＩＣＡの場合はもっと先ほど申し上げましたように中央政府の法制度とかそういう

レベルですので、何々工業団地についての法制度上の環境面、社会配慮面、どういうことを満

たさないといけないかというような具体的な情報ができるだけこれから整備されていくという

のはとてもいいことではないかなと、そういうふうに感じた次第です。 

○原科委員長 どうもありがとうございます。 

 どうぞ、住吉理事。 

○住吉理事 今の田中委員のお話ですけれども、それを全世界の環境関係の情報とか、あるい

は労働関係の情報とか、これを全部集めてやるというのは全く不可能だと思います。予算的に

も人員的にも、ジェトロがやっていることはご存じのようにいっぱいありますので、その中で

それをやろうとすると、恐らくそれだけでジェトロの半分以上の人数が必要になって─まじ

めにやろうとすると半分以上の人数が必要になってくるのではないかなと思うぐらいの情報量

だし、作業量だと思うんですね。ですからちょっとそこのところはジェトロのいわゆるキャパ

シティといいますか、そこも配慮しながらやっていかないと何か現実的でなくて、非現実的な

お話の方に進んでいってしまうといけないなと思ってちょっとお話をさせていただいた次第で

あります。 

○田中委員 私どもも国ごとの情報整備では、お金をたくさんかけてやることはできませんで

したので、実際には先ほど申し上げましたようにその国の環境コンサルタントに非常に少額な

んですけれども、委託をしまして、出てくる情報のクオリティというのはかなり高いものがご

ざいます。私ども全部の国すべてきちんとできているわけではありませんけれども、いろいろ

な予算の限られた中で工夫をしていくということもしてきているのは現実にございます。 

○原科委員長 むしろそういう意味では、ＪＩＣＡのそういう情報とかお互いに協力し合うよ

うな仕組みもむしろつくるとか、そんなことも必要ではないですかね。国民共通の情報ですか

ら。 

○住吉理事 ＪＩＣＡさんの場合、限られていると思うんですね。ジェトロの場合物すごく対

象が多くて、質問も非常に多いわけですね。物すごくいろいろな質問をされてきて、それに対



－42－ 

してはもう質問されたこと以外答えるとほかはうるさいと言われますから怒られます。お客様

が本当に欲しい、ジェトロを頼ってきたときに差し上げる情報、これはもう言われた情報以外

は言う必要はございませんので、逆に言うと怒られますので。むしろ例えばジェトロがある特

定の企業さんを先ほどビデオであったような能動的に企業をお助けする場合、これはまじめに

一生懸命やらなくてはいけないという部分はあると思うんです。 

 ですから、いつ来るかわからない質問に対してそういう情報をずっと全部集めて待っている

というのはなかなか、実を言うと大変な作業なんです。ただそうは言ってもあれですから、コ

ンサルタントのリストを整備しておいて、必要に応じて紹介をするとかということはできるか

もしれません。 

○田中委員 今理事がおっしゃられたような、そういう対応ももちろんよろしいかと思います。

なお、プライオリティをつけて新しく工業団地ができたところで情報がほとんどないところに

ついて重点的に調査をするとかいうことも大事かと思います。 

 既に何社も日本の企業が入っていていろいろな問題解決がしているところの工業団地につい

ては次のプライオリティとか、やはり優先順位をつけないと私たちの事業でももう限られた予

算しかございませんので、優先順位をどうつけるかというのが非常に重要になってきているの

が現状ではございます。 

○原科委員長 どうもありがとうございます。 

 事務局、どうぞ。 

○事務局（藤崎） 事務局というよりも、環境問題研究者としての立場から発言いたします。

今のご議論はオールジャパンでの環境情報の蓄積と相互利用という問題になると思います。日

本の国全体としては、例えばGAPもその一つですが、環境関係でいろいろな活動をしてきて

いて、その結果として国内的に情報自体は相当蓄積されていると思うんです。私自身、環境問

題専門家としてそう感じております。ですから、要はそういった情報をいかにうまく利用でき

るようにするかということになるのではないかと思います。例えばジェトロの各国センターへ

行っていただけるとわかると思いますけれども、ビジネス情報の一つとしてそれなりに環境関

係の情報も蓄積されております。ですから利用可能な情報は既に相当あると考えてよいと私自

身は思っております。 

○原科委員長 ありがとうございます。 

 そういう情報がそれぞれどこにあるかということはなかなかわからないこともありますが、

情報源情報とかそういうようなことも整備していただきたいと思います。ぜひ各機関協力し合

って情報を活用していただきたいと思います。 
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 ほぼ予定時間が参りましたのできょうはこの辺にいたしますが、次回以降、次回はさっきお

話ししたようなことで、ＣＳＲに関するワーキングの報告と、それから次の案件になります。

日程を決めないといけないですね。 

○事務局（藤崎） 先生、ＣＳＲの方は次の次に延ばしていただきたいのですが。ちょっと案

件形成の方でやはり準備もございますので。 

○原科委員長 わかりました。では、ＣＳＲの方はその次の次で、次回は案件形成の議論をし

たいと思います。 

 では、日程を決めましょうか。 

○事務局（植田） 次回の日程でございますけれども、今候補として、さっき幹事会で上がり

ました23日の火曜日、10時から14時でございます。それからもう一つが26日ということでご提

示をいただいております。それから30日の午後でございます。ちょっとここ、一部調整が必要

なところがあるものですから、ジェトロで引き取らせていただきまして、会場の確保等で内部

調整を確認した上でもう一度皆様にご照会させていただきたいと思います。 

○原科委員長 では、１月の下旬で３つ、４つ候補を挙げていただきましたので、その中から

選ぶと。あとは、では委員の皆様に連絡、調整してください。そういたしましょう。 

 では、きょうはこの辺で切り上げたいと思いますが、何かございますでしょうか。よろしい

ですか。 

 では、終わります。どうもありがとうございました。 

午後 ５時０２分閉会 


